
 

 

国都計第１６１号 

令和４年４月１日 

 

各都道府県知事 

各指定都市の長 

各中核市の長 

各施行時特例市の長 殿 

 

国土交通省都市局長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

都市計画法の一部改正に伴う開発許可制度運用指針の改正について 

 

 今般、「都市再生特別措置法等の一部を改正する法律」（令和２年法律第 43号）の施行に

伴い、「開発許可制度運用指針」（平成 26 年８月１日付け国都計第 67 号国土交通省都市局

長通知）の一部を下記のとおり改正したので通知する。 

 各都道府県におかれては、貴管内市町村（指定都市、中核市及び施行時特例市を除く。）

に対して本指針を周知していただくようお願いする。 

 なお、開発許可制度運用指針は、地方自治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４の

規定に基づき行う技術的な助言の性格を有するものであり、各開発許可権者におかれては、

引き続き、今後の開発許可制度の運用に当たって、参考としていただきたい。 

 また、改正した指針については、国土交通省のホームページに掲載されているので、適

宜活用していただきたい。 

 

記 

 

   

  別紙のとおり改正する。 
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（別紙） 

開発許可制度運用指針 新旧対照表 

 

改正後 現行 

都市計画制度における開発許可制度は、その基本

的な考え方を都市計画運用指針（平成１２年建設省

都計発第９２号都市局長通知）において示している

とおり、技術基準や立地基準への適合性の審査を通

じて、都市的土地利用を行う前提として良好な宅地

水準を確保すること、また都市計画に定められた土

地の利用目的に沿った開発行為が行われるようにし

て立地の適正性を確保することという二つの役割を

有しているものといえる。 

特に近年は、市街地の拡散と人口減少・高齢化の

進展により低密度な市街地が形成され、既成市街地

における空家や空地の発生、将来的なインフラの維

持・更新に係るコストの増大等の懸念が生じている

ことから、コンパクトシティを形成していく必要性

が高まっている。また、気候変動の影響による自然

災害の頻発化・激甚化を踏まえ、増大する災害リス

クに的確に対応することが急務になっている。こう

したことから、開発許可制度は、都市計画に関する

他の制度と相まって、まちづくりの将来像を示すマ

スタープランの内容を実現する手段や災害リスクの

高い区域における新たな開発行為を抑制する手段と

しても重要となってきているところである。 

なお、官民連携が推進されている状況を踏まえて

、持続可能な都市経営を行っていくためにも、開発

行為に伴って必要となる公共施設等の整備や維持・

管理等について、開発事業者等の民間主体と市町村

等が必要に応じて密接に連携していくことが重要で

ある。 

この開発許可制度運用指針（以下「本運用指針」

という。）は、こうした背景を踏まえ、開発許可制度

を運用していく際の技術的助言として、都市計画運

用指針に基づいて定めるものである。 

 

Ⅰ．個別的事項 

Ⅰ－１－１ 法第４条第１１項に規定する特定工作

都市計画制度における開発許可制度は、その基本

的な考え方を都市計画運用指針（平成１２年建設省

都計発第９２号都市局長通知）において示している

とおり、技術基準や立地基準への適合性の審査を通

じて、都市的土地利用を行う前提として良好な宅地

水準を確保すること、また都市計画に定められた土

地の利用目的に沿った開発行為が行われるようにし

て立地の適正性を確保することという二つの役割を

有しているものといえる。 

特に近年は、市街地の拡散と人口減少・高齢化の

進展により低密度な市街地が形成され、既成市街地

における空家や空地の発生、将来的なインフラの維

持・更新に係るコストの増大等の懸念が生じている

。そのため、コンパクトシティを形成していく必要

性が高まっており、開発許可制度は、都市計画に関

する他の制度とあいまって、まちづくりの将来像を

示すマスタープランの内容を実現する手段としても

重要となってきているところである。 

 

 

 

 

なお、官民連携が推進されている状況を踏まえて

、持続可能な都市経営を行っていくためにも、開発

行為に伴って必要となる公共施設等の整備や維持・

管理等について、開発事業者等の民間主体と市町村

等が必要に応じて密接に連携していくことが重要で

ある。 

この開発許可制度運用指針は、こうした背景を踏

まえ、開発許可制度を運用していく際の技術的助言

として、都市計画運用指針に基づいて定めるもので

ある。 

 

Ⅰ．個別的事項 

Ⅰ－１－１ 法第４条第１１項に規定する特定工作
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物の範囲 

都市計画法（昭和４３年法律第１００号。以下「

法」という。）第４条第１１項において「特定工作物

」の定義がされているが、運用に当たっては、次に

定めるところを基準とすることが望ましい。 

（１）第一種特定工作物の範囲 

法第４条第１１項のコンクリートプラント、都

市計画法施行令（昭和４４年政令第１５８号。以

下「令」という。）第１条第１項第１号のアスファ

ルトプラント及び同項第２号のクラッシャープラ

ントは、それぞれ建築基準法（昭和２５年法律第

２０１号）別表第二（ぬ）項第３号（１３の２）

、（る）項第１号（２１）及び同表（ぬ）項第３号

（１３）の用途に供する工作物が該当すること。 

（２） （略） 

 

Ⅰ－１－２ 法第４条第１２項に規定する開発行為

の定義 

（１） （略） 

①～④ （略） 

⑤ 既成市街地や土地区画整理事業等の計画的な

開発が行われた区域における二次的な開発行為

（再開発型開発行為）における単なる形式的な

区画の分割又は統合によって建築物を建築する

等の行為 

（略） 

イ 建築物の建築に際し、切土、盛土等の造成

工事を伴わず、かつ、従来の敷地の境界の変

更について、既存の建築物の除却や、塀、垣

、柵等の除却、設置が行われるにとどまるも

ので公共施設の整備の必要がないと認められ

るものについては、建築行為と不可分一体の

ものであり、開発行為に該当しないものとし

て取り扱うこと。 

ロ イの基準に基づいて運用を行うに際しては

、開発行為に該当するか否かについて開発許

可権者が判断する必要があることから、開発

許可の規制対象規模以上の敷地で建築物の建

築等を行うものについては、建築確認担当部

物の範囲 

法第４条第１１項において「特定工作物」の定義

がされているが、運用に当たっては、次に定めると

ころを基準とすることが望ましい。 

 

（１）第一種特定工作物の範囲 

法第４条第１１項のコンクリートプラント、令

第１条第１項第１号のアスファルトプラント及び

同項第２号のクラッシャープラントは、それぞれ

建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）別表第

二（ぬ）項第３号（１３の２）、（る）項第１号（

２１）及び同表（ぬ）項第３号（１３）の用途に

供する工作物が該当すること。 

 

（２） （略） 

 

Ⅰ－１－２ 法第４条第１２項に規定する開発行為

の定義 

（１） （略） 

①～④ （略） 

⑤ 既成市街地や土地区画整理事業等の計画的な

開発が行われた区域における二次的な開発行為

（再開発型開発行為）における単なる形式的な

区画の分割又は統合によって建築物等を建築す

る行為 

（略） 

イ 建築物の建築に際し、切土、盛土等の造成

工事を伴わず、かつ、従来の敷地の境界の変

更について、既存の建築物の除却や、へい、

かき、さく等の除却、設置が行われるにとど

まるもので公共施設の整備の必要がないと認

められるものについては、建築行為と不可分

一体のものであり、開発行為に該当しないも

のとして取り扱うこと。 

ロ イの基準に基づいて運用を行うに際しては

、開発行為に該当するか否かについて開発許

可権者が判断する必要があることから、開発

許可の規制対象規模以上の敷地で建築物等の

建築を行うものについては、建築確認担当部
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局の審査に先だち、開発許可担当部局が開発

行為に該当するか否かの判断を速やかに行う

こととし、当該建築を行おうとする者の求め

に応じ都市計画法施行規則（昭和４４年建設

省令第４９号。以下「施行規則」という。）

第６０条に規定する書面（以下「６０条証明

書」という。）を交付するものとするほか、

建築確認担当部局と十分連絡調整を図るとと

もに、この旨を事業者にも周知徹底を図るこ

と。 

（２）「山林現況分譲」、「菜園分譲」、「現況有姿分

譲」等 

（略） 

「建築目的の判断基準」 

一～四 （略） 

五 利便施設 

上下水道、電気供給施設等の整備がされ

、若しくは近い将来整備されるような説明

がなされ、又は付近に購買施設、学校その

他の公益施設があり、生活上不便を来さな

いような説明がなされていること。 

六～八 （略） 

（３）～（５） （略） 

（６）その他 

自然公園法（昭和３２年法律第１６１号）若し

くは自然環境保全法（昭和４７年法律第８５号）

又はこれらに基づく条例（以下「自然公園法等」

という。）により指定される区域においては、一

定の区域内に住宅等の建築物又は特定工作物が複

数建設される場合であっても、開発区域の内部に

確保すべき緑地を除き、自然公園法等の適用によ

り緑地若しくは自然地として復元、保全される区

域又は将来緑地若しくは自然地として復元、保全

されることが明らかな区域は「開発区域」とはみ

なされず、また、緑地又は自然地（一部が通行の

用に供されている場合を含む。）以外の開発行為

の行われる敷地が物理的に連続していない場合は

、別々の開発行為とみなして法を適用することが

望ましい。なお、この判断を行う場合、自然公園

局の審査に先だち、開発許可担当部局が開発

行為に該当するか否かの判断を速やかに行う

こととし、当該建築を行おうとする者の求め

に応じ都市計画法施行規則（昭和４４年建設

省令第４９号。以下「施行規則」という。）

第６０条に規定する書面（以下単に「６０条

証明書」という。）を交付するものとするほ

か、建築確認担当部局と十分連絡調整を図る

とともに、この旨を事業者にも周知徹底を図

ること。 

（２）「山林現況分譲」、「菜園分譲」、「現況有姿分

譲」等 

（略） 

「建築目的の判断基準」 

一～四 （略） 

五 利便施設 

上下水道、電気供給施設等の整備がされ

、若しくは近い将来整備されるような説明

がなされ、又は附近に購買施設、学校その

他の公益施設があり、生活上不便をきたさ

ないような説明がなされていること。 

六～八 （略） 

（３）～（５） （略） 

（６）その他 

自然公園法（昭和３２年法律第１６１号）若し

くは自然環境保全法（昭和４７年法律第８５号）

又はこれらに基づく条例（以下「自然公園法等」

という。）により指定される区域においては、一

定の区域内に住宅等の建築物等が複数建設される

場合であっても、開発区域の内部に確保すべき緑

地を除き、自然公園法等の適用により緑地あるい

は自然地として復元、保全される区域又は将来緑

地あるいは自然地として復元、保全されることが

明らかな区域は「開発区域」とはみなされず、ま

た、緑地あるいは自然地（一部が通行の用に供さ

れている場合を含む。）以外の開発行為の行われ

る敷地が物理的に連続していない場合は、別々の

開発行為とみなして法を適用することが望ましい

。なお、この判断を行う場合、自然公園担当部局
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担当部局又は環境省各地区自然保護事務所と十分

調整を図ることが望ましい。 

 

Ⅰ－２－３ 第１項第３号関係 

法第２９条第１項第３号及び令第２１条において

、公益上必要な建築物のうち開発区域及びその周辺

の地域における適正かつ合理的な土地利用及び環境

の保全を図る上で支障がないものの建築の用に供す

る目的で行う開発行為は、開発許可の適用除外とさ

れている。 

なお、ガス事業法（昭和２９年法律第５１号）第

２条第１３項に規定するガス工作物のうち同条第２

項に規定するガス小売事業の用に供するものを設置

する施設である建築物に係る開発行為については、

令第２１条第１４号により許可が必要であることに

留意するとともに、ガス工作物はガスの供給区域周

辺に立地するなど立地の必然性が認められることが

多いものと考えられ、開発区域周辺の市街化を促進

することも想定されないことから、市街化調整区域

に立地する場合にあっては、原則として法第３４条

第１４号に該当するものとして審査の対象として差

し支えない。 

また、国等が設置する研究所、試験所その他の直

接その事務又は事業の用に供する建築物に係る開発

行為については、令第２１条第２６号により、原則

として許可（協議）は不要であるが、学校、社会福

祉施設（社会福祉法（昭和２６年法律第４５号）第

２条に規定する社会福祉事業の用に供する施設又は

更生保護事業法（平成７年法律第８６号）第２条第

１項に規定する更生保護事業の用に供する施設をい

う。以下同じ。）及び医療施設に係るものについて

は許可（協議）が必要であることに留意するととも

に、庁舎及び宿舎に係る開発行為の取扱いについて

は、以下のとおりとすることが望ましい。 

（以下略） 

 

Ⅰ－２－５ 都市計画区域外における開発許可の在

り方 

 準都市計画区域や都市計画区域及び準都市計画区

あるいは環境省各地区自然保護事務所と十分調整

を図ることが望ましい。 

 

Ⅰ－２－３ 第１項第３号関係 

法第２９条第１項第３号及び令第２１条において

、公益上必要な建築物のうち開発区域及びその周辺

の地域における適正かつ合理的な土地利用及び環境

の保全を図る上で支障がないものの建築の用に供す

る目的で行う開発行為は、開発許可の適用除外とさ

れている。 

なお、ガス事業法（昭和２９年法律第５１号）第

２条第１３項に規定するガス工作物のうち同条第２

項に規定するガス小売事業の用に供するものを設置

する施設である建築物に係る開発行為については、

令第２１条第１４号により許可が必要であることに

留意するとともに、ガス工作物はガスの供給区域周

辺に立地するなど立地の必然性が認められることが

多いものと考えられ、開発区域周辺の市街化を促進

することも想定されないことから、市街化調整区域

に立地する場合にあっては、原則として法第３４条

第１４号に該当するものとして審査の対象として差

し支えない。 

また、国等が設置する研究所、試験所その他の直

接その事務又は事業の用に供する建築物に係る開発

行為については、令第２１条第２６号により、原則

として許可（協議）は不要であるが、学校、社会福

祉施設及び医療施設に係るものについては許可（協

議）が必要であることに留意するとともに、庁舎及

び宿舎に係る開発行為の取扱いについては、以下の

とおりとすることが望ましい。 

（以下略） 

 

 

 

 

 

Ⅰ－２－５ 都市計画区域外における開発許可の在

り方 

 準都市計画区域や都市計画区域及び準都市計画区
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域外の区域における開発行為（都市計画区域及び準

都市計画区域外の区域にあっては１ｈａ以上の開発

）は、都市的な土地利用と位置付けられることから

開発許可が適用されることとされる。これらの区域

における技術基準は、都市計画区域に準じて審査す

ることが望ましいと考えるが、開発区域周辺の公共

施設の整備状況や自然環境の状況などを勘案して独

自の技術基準を定める場合には、これらの区域にお

いてはまちづくりの構想がないことも想定されるこ

とを踏まえ、その必要性を十分考えた上で申請者へ

必要以上の負担を求めないよう注意することが望ま

しい。 

（以下略） 

 

Ⅰ－２－６ 開発区域が２以上の区域にわたる場合

の開発許可の適用 

開発区域が市街化区域、区域区分が定められてい

ない都市計画区域（以下「非線引き都市計画区域」

という。）又は準都市計画区域のうち２以上の区域

にわたる場合で、開発区域全体の面積が当該開発区

域がわたる区域に係る規制対象規模のうち最も大き

い規模以上であれば開発区域全体が許可を要する（

令第２２条の３第１項第２号）。また、これらの区

域にわたる部分の開発区域の面積がその区域の規制

対象規模以上であるならば、開発区域全体が許可を

要する（令第２２条の３第１項第３号から第５号）

。 

開発区域が市街化区域、非線引き都市計画区域又

は準都市計画区域と都市計画区域及び準都市計画区

域外とにわたる場合で、開発区域全体の面積が１ｈ

ａ以上であれば開発区域全体が許可を要する（令第

２２条の３第１項第１号及び第２項）。この場合、

都市計画区域又は準都市計画区域にわたる部分につ

いては法第２９条第１項許可を、都市計画区域及び

準都市計画区域外にわたる部分については法第２９

条第２項許可をそれぞれ行うこととなる。 

なお、開発区域が市街化区域、非線引き都市計画

区域又は準都市計画区域と市街化調整区域とにわた

る場合については、その開発行為の規模にかかわら

域外の区域における開発行為（都市計画区域及び準

都市計画区域外の区域にあっては１ｈａ以上の開発

）は、都市的な土地利用と位置づけられることから

開発許可が適用されることとされる。これらの区域

における技術基準は、都市計画区域に準じて審査す

ることが望ましいと考えるが、開発区域周辺の公共

施設の整備状況や自然環境の状況などを勘案して独

自の技術基準を定める場合には、これらの区域にお

いてはまちづくりの構想がないことも想定されるこ

とを踏まえ、その必要性を十分考えた上で申請者へ

必要以上の負担を求めないよう注意することが望ま

しい。 

（以下略） 

 

Ⅰ－２－６ 開発区域が２以上の区域にわたる場合

の開発許可の適用 

開発区域が市街化区域、区域区分が定められてい

ない都市計画区域（以下「非線引き都市計画区域」

という。）又は準都市計画区域のうち２以上の区域

にわたる場合で、開発区域全体の面積が当該開発区

域がわたる区域に係る規制対象規模のうち最も大き

い規模以上であれば開発区域全体が許可を要する（

令第２２条の３第１項第２号）。また、これらの区

域にわたる部分の開発区域の面積がその区域の規制

対象規模以上であるならば、開発区域全体が許可を

要する（令第２２条の３第１項第３号から第５号）

。 

開発区域が市街化区域、非線引き都市計画区域又

は準都市計画区域と都市計画区域及び準都市計画区

域外とにわたる場合で、開発区域全体の面積が１ｈ

ａ以上であれば開発区域全体が許可を要する（令第

２２条の３第１項第１号及び第２項）。この場合、

都市計画区域又は準都市計画区域にわたる部分につ

いては法第２９条第１項許可を、都市計画区域及び

準都市計画区域外にわたる部分については法第２９

条第２項許可をそれぞれ行うこととなる。 

なお、開発区域が市街化区域、非線引き都市計画

区域又は準都市計画区域と市街化調整区域とにわた

る場合については、その開発行為の規模にかかわら
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ず、開発区域全体が許可を要する。また、開発区域

が市街化調整区域と都市計画区域及び準都市計画区

域外の区域とにわたる場合については、市街化調整

区域にかかる部分についてはその規模にかかわらず

許可の対象となるが、都市計画区域及び準都市計画

区域外にかかる部分については、開発区域全体が１

ｈａ以上である場合に許可の対象となる。 

開発区域が２以上の区域にわたる場合で、開発許

可権者が異なるときは、それぞれの区域の開発許可

権者が開発区域全体を勘案して審査を行うこととな

るので、許可申請はそれぞれの開発許可権者に行う

ことが望ましい。この場合において、それぞれの開

発許可権者は十分に連携をとって審査を行うととも

に、許可又は不許可を行う場合には同時に行うこと

が望ましい。 

 

Ⅰ－３ 法第３０条関係（開発許可申請に係る提出

書類等の簡素化・統一化） 

（略） 

（１）開発許可申請の添付図書等の簡素化 

開発の審査に当たっては、開発許可権者の立場

において審査する事項と開発行為に関係がある公

共施設の管理者又は当該開発行為に関する工事に

より設置される公共施設を管理することとなる者

の立場において審査する事項との区分を明確にす

る必要があり、公共施設の管理者又は管理するこ

ととなる者が審査、判断、把握していれば足りる

公共施設の新旧対照図、公園計画平面図、道路横

断図、道路縦断図、排水縦断図等の書類等につい

ては、開発許可申請に係る書類等としては別途要

求しないこと。 

（２）～（４） （略） 

 

Ⅰ－４ 法第３２条関係 

（１）法第３２条の趣旨 

法第３２条の規定による公共施設の管理者等の

同意・協議は、あくまで開発行為に関係がある公

共施設及び開発行為により新設される公共施設の

管理の適正等を期することを目的とすることが法

ず、開発区域全体が許可を要する。また、開発区域

が市街化調整区域と都市計画区域及び準都市計画区

域外の区域とにわたる場合については、市街化調整

区域にかかる部分についてはその規模にかかわらず

許可の対象となるが、都市計画区域及び準都市計画

区域外にかかる部分については、開発区域全体が１

ｈａ以上である場合に許可の対象となる。 

開発区域が２以上の区域にわたる場合で、開発許

可権者が異なるときは、それぞれの区域の開発許可

権者が開発区域全体を勘案して審査を行うこととな

るので、許可申請はそれぞれの開発許可権者に行う

ことが望ましい。この場合において、それぞれの開

発許可権者は十分に連携をとって審査を行うととも

に、許可あるいは不許可を行う場合には同時に行う

ことが望ましい。 

 

Ⅰ－３ 法第３０条関係（開発許可申請に係る提出

書類等の簡素化・統一化） 

（略） 

（１）開発許可申請の添付図書等の簡素化 

開発の審査に当たっては、許可権者の立場にお

いて審査する事項と開発行為に関係がある公共施

設の管理者あるいは当該開発行為に関する工事に

より設置される公共施設を管理することとなる者

の立場において審査する事項との区分を明確にす

る必要があり、公共施設の管理者あるいは管理す

ることとなる者が審査、判断、把握していれば足

りる公共施設の新旧対照図、公園計画平面図、道

路横断図、道路縦断図、排水縦断図等の書類等に

ついては、開発許可申請に係る書類等としては別

途要求しないこと。 

（２）～（４） （略） 

 

Ⅰ－４ 法第３２条関係 

（１）法第３２条の趣旨 

法第３２条の規定による公共施設の管理者等の

同意・協議は、あくまで開発行為に関係がある公

共施設及び開発行為により新設される公共施設の

管理の適正等を期することを目的とすることが法
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文上明確にされたところである。従って、本来の

公共施設の管理者の立場を超えた理由により同意

・協議を拒んだり、手続を遅延させたりすること

は、法の趣旨を逸脱した運用となるおそれがある

ことに留意すべきである。 

（２）法第３２条に基づく協議等の手続の迅速化 

① 事業者が、公共施設の管理者としての市町村

に対して法第３２条に基づき協議等を行う場合

において、当該事業者が開発に関連する寄附金

の負担に応じないこと等を理由として当該市町

村が同意・協議を拒み、又は協議手続を遅延さ

せている事例が見受けられるが、本来の公共施

設の管理者の立場を超えた理由により同意・協

議を拒んだり、手続を遅延させたりすることは

、法の趣旨を逸脱した運用となるおそれがある

ことに留意すべきである。 

（以下略） 

② 法第３２条第１項の同意を得たことを証する

書面については、紛争の未然防止の観点から公

共施設の管理者とそれ以外の者の区別を明確に

せず、利害関係者すべての同意書まで求めてい

る事例が見受けられるところであるが、同項の

同意を得たことを証する書面はあくまで開発行

為に関係がある公共施設の管理者の同意を得た

ことを証する書面であり、河川、農業用水路等

の管理権限を有しない水利組合、水利権者、農

業用水使用関係者等公共施設の管理者でない者

とは、必要がある場合においては開発許可手続

とは別に十分協議、調整を行うよう指導し、同

意書の添付までは義務付けないようにすること

が望ましい。 

③ （略） 

（３）、（４） （略） 

（５）義務教育施設設置義務者等との協議 

令第２３条の規定は、大規模な開発行為の施行

が、義務教育施設、水道、電気、ガス又は鉄軌道

施設について新たな投資を必要とする等これらの

施設の整備計画に影響を及ぼすので、このような

開発行為が行われるに際してあらかじめ開発行為

文上明確にされたところである。従って、本来の

公共施設の管理者の立場を超えた理由により同意

・協議を拒んだり、手続きを遅延させたりするこ

とは、法の趣旨を逸脱した運用となるおそれがあ

ることに留意すべきである。 

（２）法第３２条に基づく協議等の手続の迅速化 

① 事業者が、公共施設の管理者としての市町村

に対して法第３２条に基づき協議等を行う場合

において、当該事業者が開発に関連する寄附金

の負担に応じないこと等を理由として当該市町

村が同意・協議を拒み、又は協議手続を遅延さ

せている事例が見受けられるが、本来の公共施

設の管理者の立場を超えた理由により同意・協

議を拒んだり、手続きを遅延させたりすること

は、法の趣旨を逸脱した運用となるおそれがあ

ることに留意すべきである。 

（以下略） 

② 法第３２条第１項の同意を得たことを証する

書面については、紛争の未然防止の観点から公

共施設の管理者とそれ以外の者の区別を明確に

せず、利害関係者すべての同意書まで求めてい

る事例が見受けられるところであるが、上記の

書面はあくまで開発行為に関係がある公共施設

の管理者の同意書面であり、河川、農業用水路

等の管理権限を有しない水利組合、水利権者、

農業用水使用関係者等公共施設の管理者でない

者とは、必要がある場合においては開発許可手

続とは別に十分協議、調整を行うよう指導し、

同意書の添付までは義務付けないようにするこ

とが望ましい。 

 

③ （略） 

（３）、（４） （略） 

（５）義務教育施設設置義務者等との協議 

令第２３条の規定は、大規模な開発行為の施行

が、義務教育施設、水道、電気、ガス又は鉄軌道

施設について新たな投資を必要とする等これらの

施設の整備計画に影響を及ぼすので、このような

開発行為が行われるに際してあらかじめ開発行為
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を行おうとする者とこれらの施設の管理者との事

前の話合いを行わせて、施設の管理者が当該開発

行為の施行に併せて適時適切に施設の整備を行い

得るようにするという趣旨から定められたもので

あり、開発行為を行う者に特別な負担を課する趣

旨のものではないので、この点に留意して適切な

運用を行うことが望ましい。 

 

Ⅰ－５ 法第３３条関係 

Ⅰ－５－２ 第２号関係（公園、緑地又は広場に関

する基準） 

（１）、（２） （略） 

（３）再開発型開発行為に関する公園等の基準の運

用 

再開発型開発行為に関する公園等の基準等の運

用については、次の事項に留意することが望まし

い。 

①、② （略） 

③ 総合設計制度又は特定街区制度により確保さ

れた公開空地等が、法第３６条第３項の工事完

了公告の後においても、駐車場等に転用されず

、法に基づく公園等の機能を実質的に保つこと

を担保するため、公開空地等の確保に関して、

十分な担保措置がなされるよう建築確認担当部

局又は都市計画担当部局と調整を図ること。 

 

 

④ （略） 

 

Ⅰ－５－５ 第８号関係（開発行為を行うのに適当

でない区域） 

法第３３条第１項第８号の基準は、災害の発生の

おそれがあり開発行為を行うのに適当でない区域で

ある建築基準法第３９条第１項の災害危険区域、地

すべり等防止法（昭和３３年法律第３０号）第３条

第１項の地すべり防止区域、急傾斜地の崩壊による

災害の防止に関する法律（昭和４４年法律第５７号

）第３条第１項の急傾斜地崩壊危険区域、土砂災害

警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関す

を行おうとする者とこれらの施設の管理者との事

前の話合いを行わせて、施設の管理者が当該開発

行為の施行にあわせて適時適切に施設の整備を行

い得るようにするという趣旨から定められたもの

であり、開発行為を行う者に特別な負担を課する

趣旨のものではないので、この点に留意して適切

な運用を行うことが望ましい。 

 

Ⅰ－５ 法第３３条関係 

Ⅰ－５－２ 第２号関係（公園、緑地又は広場に関

する基準） 

（１）、（２） （略） 

（３）再開発型開発行為に関する公園等の基準の運

用 

再開発型開発行為に関する公園等の基準等の運

用については、次の事項に留意することが望まし

い。 

①、② （略） 

③ 総合設計制度又は特定街区制度により確保さ

れた公開空地等が、法第３６条第３項の工事完

了公告の後においても、駐車場等に転用されず

、法に基づく公園等の機能を実質的に保つこと

を担保するため、開発許可に際しての条件の付

与等の措置を事案に応じて講ずるとともに、公

開空地等の確保に関して、十分な担保措置がな

されるよう建築確認担当部局又は都市計画担当

部局と調整を図ること。 

④ （略） 

 

Ⅰ－５－５ 第８号関係（開発行為を行うのに適当

でない区域） 

法第３３条第１項第８号の基準は、土砂災害警戒

区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法

律（平成１２年法律第５７号。以下「土砂災害防止

法」という。）に基づく土砂災害特別警戒区域等災害

の発生のおそれがあり開発行為を行うのに適当でな

い区域（（１）において「開発不適区域」という。）

について、市街化を進展させる行為を抑止しようと

することを趣旨とするものであり、その運用に際し
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る法律（平成１２年法律第５７号。以下「土砂災害

防止法」という。）第９条第１項の土砂災害特別警戒

区域及び特定都市河川浸水被害対策法（平成１５年

法律第７７号）第５６条第１項の浸水被害防止区域

（以下「開発不適区域」という。）について、市街化

を進展させる行為を抑止しようとすることを趣旨と

するものであり、その運用に際しては、次の事項に

留意すべきである。 

（１）法第３３条第１項第８号ただし書に規定する

「開発区域及びその周辺の状況等により支障がな

いと認められるとき」は、開発不適区域における

開発を例外的に許容する場合を規定している。本

規定は、次に掲げる場合に適用することが考えら

れる。 

① 開発不適区域のうちその指定が解除されるこ

とが決定している場合又は短期間のうちに解除

されることが確実と見込まれる場合 

② 開発区域の面積に占める開発不適区域の面積

の割合が僅少であるとともに、フェンスを設置

すること等により開発不適区域の利用を禁止し

、又は制限する場合 

③ 自己業務用の施設であって、開発許可の申請

者以外の利用者が想定されない場合 

④ 災害危険区域を指定する条例による建築の制

限に適合する場合 

⑤ ①から④までの場合と同等以上の安全性が確

保されると認められる場合 

（２）「自己の居住の用に供する住宅の建築の用に

供する目的で行う開発行為」は本号の適用を受け

ないが、開発不適区域において開発行為の許可の

申請があった場合には、当該区域における災害の

危険性について注意喚起を行う等、当該申請者が

当該区域の状況を正確に理解した上で開発行為を

行うか否かを判断できるよう、適切に情報提供を

行うこと。 

 

 

（３）土砂災害防止法第４条第１項の基礎調査によ

り土砂災害特別警戒区域に相当する土地の区域の

ては、次の事項に留意すべきである。 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）「自己の居住の用に供する住宅の建築又は住

宅以外の建築物若しくは特定工作物で自己の業務

の用に供するものの建築又は建設の用に供する目

的で行う開発行為」は本号の適用を受けないが、

開発不適区域において開発行為の許可の申請があ

った場合には、当該区域における災害の危険性に

ついて注意喚起を行う等、当該申請者が当該区域

の状況を正確に理解した上で開発行為を行うか否

かを判断できるよう、適切に情報提供を行うこと

。 

（２）土砂災害防止法第４条第１項の基礎調査によ

り土砂災害特別警戒区域に相当する土地の区域の
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範囲が明らかとなったものの、いまだ当該区域の

指定が行われていない区域は本号の適用を受けな

いが、当該区域において開発行為（自己の居住の

用に供する住宅の建築の用に供する目的で行う開

発行為を含む。（４）において同じ。）の許可の申

請があった場合には、当該区域における土砂災害

の危険性や将来における土砂災害特別警戒区域へ

の指定見込み等について注意喚起を行う等、当該

申請者が当該区域の状況を正確に理解した上で開

発行為を行うか否かを判断できるよう、適切に情

報提供を行うこと。 

 

 

（４）その他本号の適用を受けない土砂災害防止法

第７条第１項の土砂災害警戒区域、津波防災地域

づくりに関する法律（平成２３年法律第１２３号

）第５３条第１項の津波災害警戒区域等災害の発

生のおそれのある区域において開発行為の許可の

申請があった場合には、当該区域における災害の

危険性について、当該申請者に適切に情報提供を

行うこと。 

（５）（２）から（４）までにおける災害の危険性

や開発不適区域の指定状況等の情報提供に当たっ

ては、開発許可担当部局と防災担当部局が情報共

有する体制を構築する等十分連携をとって適切な

運用を行うこと。 

（６）都市計画区域（市街化調整区域を除く。）又

は準都市計画区域内における水防法（昭和２４年

法律第１９３号）第１５条第１項第４号の浸水想

定区域のうち、浸水した場合に想定される水深が

Ⅰ－６－１０（５）③ロの水深以上となる土地の

区域（洪水等が発生した場合に指定緊急避難場所

等への確実な避難が可能な土地の区域を除く。）

については、開発許可に際し、法第７９条の条件

を付すこと等により安全上及び避難上の対策の実

施を求めるなど、災害リスクを軽減する観点から

適切に対応することが望ましい。 

 

Ⅰ－５－６ 第９号、第１０号関係（環境への配慮

範囲が明らかとなったものの、いまだ当該区域の

指定が行われていない区域は本号の適用を受けな

いが、当該区域において開発行為（自己の居住の

用に供する住宅の建築又は住宅以外の建築物若し

くは特定工作物で自己の業務の用に供するものの

建築又は建設の用に供する目的で行う開発行為を

含む。（３）において同じ。）の許可の申請があっ

た場合には、当該区域における土砂災害の危険性

や将来における土砂災害特別警戒区域への指定見

込み等について注意喚起を行う等、当該申請者が

当該区域の状況を正確に理解した上で開発行為を

行うか否かを判断できるよう、適切に情報提供を

行うこと。 

（３）その他本号の適用を受けない土砂災害防止法

に基づく土砂災害警戒区域、津波防災地域づくり

に関する法律（平成２３年法律第１２３号）に基

づく津波災害警戒区域等災害の発生のおそれのあ

る区域において開発行為の許可の申請があった場

合には、当該区域における災害の危険性について

、当該申請者に適切に情報提供を行うこと。 

 

（４）（１）～（３）における災害の危険性や土砂

災害特別警戒区域等の指定状況等の情報提供に当

たっては、開発許可担当部局と防災担当部局が情

報共有する体制を構築する等十分連携をとって適

切な運用を行うこと。 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ－５－６ 第９号、第１０号関係（環境への配慮
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義務） 

（１）法第３３条第１項第９号及び令第２８条の２

の基準は、当該開発行為の目的、開発区域内の土

地の地形等を勘案し、樹木の保存については一定

規模以上の樹木又は樹木の集団の存する土地を当

該開発区域内に予定された公園、緑地、隣棟間空

地、緩衝帯等のオープンスペースとして活用する

ことにより面的に保存することを趣旨とするもの

であり、また、表土の保全等については植物の生

育の確保上必要な表土の復元等の措置を講じさせ

ることを趣旨とするものであるから、その運用に

際しては、開発行為を行う者に設計上又は工事の

施行上過重な負担を課することとならないよう留

意することが望ましい。 

（２） （略） 

（３）法第３３条第１項第１０号及び令第２８条の

３の基準は、開発許可の申請時点では必ずしも予

定建築物等の敷地の配置や具体的な騒音源、震動

源等を把握することができないことを踏まえ、あ

くまで開発行為の段階で騒音、振動等に対する環

境の保全のための対策のための余地を残しておく

ことを趣旨とするものであるため、運用に際して

は次の事項に留意することが望ましい。 

① 開発行為の目的が工場用地とするものであっ

ても、開発許可の申請時点において予定建築物

等の敷地の配置や具体的な騒音源、震動源等が

明らかであり、工場立地法、騒音規制法（昭和

４３年法律第９８号）、振動規制法（昭和５１

年法律第６４号）その他の法令に基づく環境の

保全のための規制に準拠した対策が講じられ、

かつ、開発区域の周辺の状況等法第３３条第１

項第２号イからニまでに掲げる事項を勘案した

結果として、緑地帯その他の緩衝帯の配置によ

る「開発区域及びその周辺の地域における環境

を保全」するための「騒音、振動等による環境

の悪化の防止」が不要であると判断される場合

もあり得ること。 

②、③ （略） 

（４）自然公園法等により指定される区域における

義務） 

（１）法第３３条第１項第９号及び令第２８条の２

の基準は、当該開発行為の目的、開発区域内の土

地の地形等を勘案し、樹木の保存については一定

規模以上の樹木又は樹木の集団の存する土地を当

該開発区域内に予定された公園、緑地、隣棟間空

地、緩衝帯等のオープンスペースとして活用する

ことにより面的に保存することを趣旨とするもの

であり、また、表土の保全等については植物の生

育の確保上必要な表土の復元等の措置を講じさせ

ることを趣旨とするものであるから、その運用に

際しては、開発行為を行う者に設計上あるいは工

事の施行上過重な負担を課することとならないよ

う留意することが望ましい。 

（２） （略） 

（３）法第３３条第１項第１０号及び令第２８条の

３の基準は、開発許可の申請時点では必ずしも予

定建築物等の敷地の配置や具体的な騒音源、震動

源等を把握することができないことを踏まえ、あ

くまで開発行為の段階で騒音、振動等に対する環

境の保全のための対策のための余地を残しておく

ことを趣旨とするものであるため、運用に際して

は次の事項に留意することが望ましい。 

① 開発行為の目的が工場用地とするものであっ

ても、開発許可の申請時点において予定建築物

等の敷地の配置や具体的な騒音源、震動源等が

明らかであり、工場立地法、騒音規制法（昭和

４３年法律第９８号）、振動規制法（昭和５１

年法律第６４号）その他の法令に基づく環境の

保全のための規制に準拠した対策が講じられ、

かつ、開発区域の周辺の状況等法第３３条第１

項第２号イ～ニに掲げる事項を勘案した結果と

して、緑地帯その他の緩衝帯の配置による「開

発区域及びその周辺の地域における環境を保全

」するための「騒音、振動等による環境の悪化

の防止」が不要であると判断される場合もあり

得ること。 

②、③ （略） 

（４）自然公園法等により指定される区域における
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開発行為については、安全上問題がない場合には

、地域に生育する植物と同種の植物による緑化又

は張芝、種子吹付等による緑化を行うこと及び雨

水浸透への積極的な取組を申請者に対し周知する

とともに、自然公園等担当部局と連携し、法の技

術的基準に適合する限り自然公園法等における許

可基準及び指導に沿った運用を行うことが望まし

い。 

 

Ⅰ－５－７ 第１２号関係（申請者の資力・信用要

件） 

本号の規定による申請者の資力及び信用の有無の

判断は、資金計画、過去の事業実績等を勘案して行

うこととし、特に資金計画については、処分収入を

過当に見積っていないかどうかに留意することが望

ましい。 

本号の規定に基づき申請者に当該開発行為を行う

ために必要な資力及び信用、又は能力があるか否か

を審査する書類については施行規則で定められてい

る資金計画書のほか法人の登記事項証明書（個人申

請の場合は住民票の写し又は住民票記載事項証明書

）、事業経歴書、納税証明書に統一することとし、当

該開発行為が適正に遂行されるものであるか否かの

判断が非常に難しい場合以外その他の書類の要求は

行わないことが望ましい。 

 

Ⅰ－５－８ 第１３号関係（工事施行者の能力） 

本号の規定による工事施行者の能力の有無の判断

は、当該工事の難易度、過去の事業実績等を勘案し

て行うことが望ましい。 

また、本号の規定に基づき工事施行者に当該開発

行為に関する工事を完成するために必要な能力があ

るか否かを審査する書類については、法人の登記事

項証明書、事業経歴書、建設業の有効な許可がある

ことを示す資料（国土交通省が提供する「建設業者

・宅建業者等企業情報検索システム」を活用した資

料等）に統一することとし、当該工事が適正に遂行

されるものであるか否かの判断が非常に難しい場合

以外その他の書類の要求は行わないとすることが望

開発行為については、安全上問題がない場合には

、地域に生育する植物と同種の植物による緑化又

は張芝、種子吹付等による緑化を行うこと及び雨

水浸透への積極的な取組みを申請者に対し周知す

るとともに、自然公園等担当部局と連携し、法の

技術的基準に適合する限り自然公園法等における

許可基準及び指導に沿った運用を行うことが望ま

しい。 

 

Ⅰ－５－７ 第１２号関係（申請者の資力・信用要

件） 

本号の規定による申請者の資力及び信用の有無の

判断は、資金計画、過去の事業実績等を勘案して行

うこととし、特に資金計画については、処分収入を

過当に見積っていないかどうかに留意することが望

ましい。 

本号の規定に基づき申請者に当該開発行為を行う

ために必要な資力及び信用、又は能力があるか否か

を審査する書類については施行規則で定められてい

る資金計画書のほか法人の登記簿謄本（個人申請の

場合は住民票）、事業経歴書、納税証明書に統一する

こととし、当該開発行為が適正に遂行されるもので

あるか否かの判断が非常に難しい場合以外その他の

書類の要求は行わないことが望ましい。 

 

 

Ⅰ－５－８ 第１３号関係（工事施行者の能力） 

本号の規定による工事施行者の能力の有無の判断

は、当該工事の難易度、過去の事業実績等を勘案し

て行うことが望ましい。 

また、本号の規定に基づき工事施行者に当該開発

行為に関する工事を完成するために必要な能力があ

るか否かを審査する書類については、法人の登記簿

謄本、事業経歴書、建設業の許可証明書に統一する

こととし、当該工事が適正に遂行されるものである

か否かの判断が非常に難しい場合以外その他の書類

の要求は行わないとすることが望ましい。 
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ましい。 

 

Ⅰ－５－９ 第１４号関係（関係権利者の同意） 

（略） 

（１）、（２） （略） 

（３）「相当数の同意を得ていること」に該当する

場合とは、開発行為をしようとする土地及び開発

行為に関する工事をしようとする土地のそれぞれ

について、おおむね、①同項同号に規定する権利

を有するすべての者の３分の２以上並びにこれら

の者のうちの所有権を有するすべての者及び借地

権を有するすべての者のそれぞれの３分の２以上

の同意を得ており、かつ、②同意した者が所有す

る土地の地積と同意した者が有する借地権の目的

となっている土地の地積との合計が土地の総地積

と借地権の目的となっている土地の総地積との合

計の３分の２以上である場合を指すものであるこ

と。 

（４） （略） 

 

Ⅰ－５－１０ 技術基準の強化 

（略） 

（１）令第２９条の２第１項第１号及び施行規則第

２７条の４第１号関係 

令第２９条の２第１項第１号及び施行規則第２

７条の４第１号では、強化の対象を、令第２５条

第２号、第３号、第５号から第７号まで、第２７

条、第２８条第２号から第６号まで、第２８条の

２、第２８条の３（施行規則第２３条の３）又は

第２９条（施行規則第２４条、第２５条第２号、

第２６条第４号又は第２７条）の技術的細目に定

められた制限に限定しており、強化を行うことが

不適切なもの、強化が見込まれないものについて

は対象外としている。また、横だし的な強化につ

いては、施行規則第２４条に定められた技術的細

目に限り令第２９条の委任の範囲内で行えること

とされており、それ以外の技術的細目については

上乗せの強化についてのみ行えることとされてい

る。 

 

 

Ⅰ－５－９ 第１４号関係（関係権利者の同意） 

（略） 

（１）、（２） （略） 

（３）「相当数の同意を得ていること」に該当する

場合とは、開発行為をしようとする土地及び開発

行為に関する工事をしようとする土地のそれぞれ

について、概ね、①同項同号に規定する権利を有

するすべての者の３分の２以上並びにこれらの者

のうちの所有権を有するすべての者及び借地権を

有するすべての者のそれぞれの３分の２以上の同

意を得ており、かつ、②同意した者が所有する土

地の地積と同意した者が有する借地権の目的とな

っている土地の地積との合計が土地の総地積と借

地権の目的となっている土地の総地積との合計の

３分の２以上である場合を指すものであること。 

 

（４） （略） 

 

Ⅰ－５－１０ 技術基準の強化 

（略） 

（１）令第２９条の２第１項第１号及び施行規則第

２７条の４第１号関係 

令第２９条の２第１項第１号及び施行規則第２

７条の４第１号では、強化の対象を、令第２５条

第２号、第３号、第５号から第７号まで、第２７

条、第２８条第２号から第６号まで、第２８条の

２、第２８条の３（施行規則第２３条の３）又は

第２９条（施行規則第２４条、第２５条第２号、

第２６条第４号又は第２７条）の技術的細目に定

められた制限に限定しており、強化を行うことが

不適切なもの、強化が見込まれないものについて

は対象外としている。また、横だし的な強化につ

いては、施行規則第２４条に定められた技術的細

目に限り令第２９条の委任の範囲内で行えること

とされており、それ以外の技術的細目については

上乗せの強化についてのみ行えることとされてい

る。 
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制限の強化は、「環境の保全、災害の防止及び

利便の増進を図るために必要な限度を超えない範

囲」で行うこととされており、環境の保全、災害

の防止及び利便の増進を図ることが必要とされる

特定の地域における、特定の開発行為について、

制限の強化の対象とする項目及びその程度を限定

して行う必要がある。従って、区域を限定せずに

地方公共団体の行政区域全域を一律的に対象とし

て制限を強化すること、制限の強化の対象とする

開発行為の目的、規模等について限定せず一律的

に制限を強化すること（特に小規模な開発行為に

ついてまで一律的に制限を強化すべきかは慎重に

検討を行うことが望ましい）、地方公共団体が自

ら整備する以上の水準の公共施設等を求めること

、開発事業者に著しい負担を求めることなどは法

令の趣旨に反するものであると考えられる。 

また、制限の強化は、法令上定められている技

術基準に比べ特別な権利制限を課するものである

ことから、条例を制定する際には、強化の内容が

必要な限度を超えないものであることについて、

事前に地域住民や土地所有者等への十分な説明を

行うことが望ましい。 

（２）～（10） （略） 

（11）令第２９条の２第１項第１１号及び施行規則

第２７条の３（令第２８条の３及び施行規則第２

３条の３の技術的細目において定められた制限の

強化の基準） 

現行の緩衝帯の幅員の規制については、工場立

地法の環境施設の設置規制と整合が図られた規制

となっているが、制限の強化を行う場合にあって

も工場立地法の運用と齟齬を来さないように十分

配慮することが望ましい。 

（12）～（15） （略） 

 

Ⅰ－５－１１ 技術基準の緩和 

（略） 

（１）令第２９条の２第２項第１号関係 

令第２５条第２号及び第６号以外の制限は、環

境の保全上、災害の防止上不適切であるか、利便

制限の強化は、「環境の保全、災害の防止及び

利便の増進を図るために必要な限度を超えない範

囲」で行うこととされており、環境の保全、災害

の防止及び利便の増進を図ることが必要とされる

特定の地域における、特定の開発行為について、

制限の強化の対象とする項目及びその程度を限定

して行う必要がある。従って、区域を限定せずに

地方公共団体の行政区域全域を一律的に対象とし

て制限を強化すること、制限の強化の対象とする

開発行為の目的、規模等について限定せず一律的

に制限を強化すること（特に小規模な開発行為に

ついてまで一律的に制限を強化すべきかは慎重に

検討を行うことが望ましい）、地方公共団体が自

ら整備する以上の水準の公共施設等を求めること

、開発事業者に著しい負担を求めることなどは法

令の趣旨に反するものであると考えられる。 

また、制限の強化は、法令上定めれられている

技術基準に比べ特別な権利制限を課するものであ

ることから、条例を制定する際には、強化の内容

が必要な限度を超えないものであることについて

、事前に地域住民や土地所有者等への十分な説明

を行うことが望ましい。 

（２）～（10） （略） 

（11）令第２９条の２第１項第１１号及び施行規則

第２７条の３（令第２８条の３及び施行規則第２

３条の３の技術的細目において定められた制限の

強化の基準） 

現行の緩衝帯の幅員の規制については、工場立

地法の環境施設の設置規制と整合が図られた規制

となっているが、制限の強化を行う場合にあって

も工場立地法の運用と齟齬を来たさないように十

分配慮することが望ましい。 

（12）～（15） （略） 

 

Ⅰ－５－１１ 技術基準の緩和 

（略） 

（１）令第２９条の２第２項第１号関係 

第２５条第２号及び第６号以外の制限は、環境

の保全上、災害の防止上不適切であるか、利便の
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の増進を妨げるおそれが大きいことから緩和の対

象とはされていない。 

（２） （略） 

（３）令第２９条の２第２項第３号関係（令第２５

条第６号の技術的細目において定められた制限の

緩和の基準） 

① （略） 

② 第３号ロ 

  「設置を予定している場合」とは、主に地方

公共団体による予算上の位置付け、整備計画上

の位置付け、主に民間事業者による建築基準法

に基づく総合設計制度等における位置付け等様

々な場合が想定されるが、開発区域内に比較的

小規模な公園等を設置する効用と整備が遅れて

もまとまった公園等が整備される効用とを考え

て基準を設けることが望ましい。例えば、緩和

の対象となる区域、開発行為の規模、公園等の

整備見込みの時期（開発工事完了後○年以内に

公園等の整備が見込まれる等）、整備が見込ま

れる公園等からの離隔距離を定める等の基準が

考えられる。 

 

Ⅰ－５－１３ 良好な景観の形成に係る基準 

（１）法第３３条第５項の運用については、景観行

政担当部局に対し、必要に応じて開発許可制度の

概要、運用の状況、他の地方公共団体における景

観に係る開発許可基準の追加を行う条例（以下「

景観基準追加条例」という。）の制定状況等とい

った景観基準追加条例の制定に必要な情報の提供

を実施する等、景観行政団体の良好な景観の形成

に資する取組に対する積極的な支援を講じること

が望ましい。 

（２） （略） 

 

Ⅰ－６ 法第３４条関係（第１４号以外） 

Ⅰ－６－２ 第１号関係 

（１） （略） 

（２）本号に該当する公共公益施設としては、いわ

ゆる生活関連施設である公共公益施設が想定され

増進を妨げるおそれが大きいことから緩和の対象

とはされていない。 

（２） （略） 

（３）令第２９条の２第２項第３号関係（令第２５

条第６号の技術的細目において定められた制限の

緩和の基準） 

① （略） 

② 第３号ロ 

  「設置を予定している場合」とは、主に地方

公共団体による予算上の位置づけ、整備計画上

の位置づけ、主に民間事業者による建築基準法

に基づく総合設計制度等における位置づけ等様

々な場合が想定されるが、開発区域内に比較的

小規模な公園等を設置する効用と整備が遅れて

もまとまった公園等が整備される効用とを考え

て基準を設けることが望ましい。例えば、緩和

の対象となる区域、開発行為の規模、公園等の

整備見込みの時期（開発工事完了後○年以内に

公園等の整備が見込まれる等）、整備が見込ま

れる公園等からの離隔距離を定める等の基準が

考えられる。 

 

Ⅰ－５－１３ 良好な景観の形成に係る基準 

（１）法第３３条第５項の運用については、景観行

政担当部局に対し、必要に応じて開発許可制度の

概要、運用の状況、他の地方公共団体における景

観に係る開発許可基準の追加を行う条例（以下「

景観基準追加条例」という。）の制定状況等とい

った景観基準追加条例の制定に必要な情報の提供

を実施する等、景観行政団体の良好な景観の形成

に資する取組みに対する積極的な支援を講じるこ

とが望ましい。 

（２） （略） 

 

Ⅰ－６ 法第３４条関係（第１４号以外） 

Ⅰ－６－２ 第１号関係 

（１） （略） 

（２）本号に該当する公共公益施設としては、いわ

ゆる生活関連施設である公共公益施設が想定され
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、例えば、主として開発区域の周辺居住者が利用

する保育所、学校（大学、専修学校及び各種学校

を除く。）や、主として周辺の居住者が利用する

診療所、助産所、通所系施設である社会福祉施設

等が考えられる。入所系施設である社会福祉施設

については、主として当該開発区域の周辺の地域

に居住する者、その家族及び親族が入所するため

の施設である建築物等が考えられる。 

 

 

 

 

 

（３）本号に該当する店舗等として、日常生活に必

要な物品の小売業又は修理業、理容業、美容業等

が考えられるが、当該地域の市街化の状況に応じ

て、住民の利便の用に供するものとして同種の状

況にある地域においては通常存在すると認められ

る建築物の用に供する開発行為は、許可の対象と

して取り扱って差し支えないものと考えられる。

したがって、はり、きゅう、あん摩等の施設であ

る建築物、ガソリンスタンド、自動車用液化石油

ガススタンド及び水素スタンド（主としてその周

辺の市街化調整区域内に居住する者の需要に応ず

るとは認められないもの、例えば、高速自動車国

道又は有料道路に接して設置されるガソリンスタ

ンド、自動車用液化石油ガススタンド及び水素ス

タンド等を除く。）、自動車修理工場、農林漁業団

体事務所、農機具修理施設、農林漁家生活改善施

設等は、本号に該当するものとして取り扱うこと

が可能であると考えられる。 

（４）、（５） （略） 

 

Ⅰ－６－３ 第２号関係 

（１）「鉱物資源の有効な利用上必要な建築物」に

は、鉱物の採掘、選鉱その他の品位の向上処理及

びこれと通常密接不可分な加工並びに地質調査、

物理探鉱などの探鉱作業及び鉱山開発事業の用に

供するもの、すなわち、日本標準産業分類Ｃ－鉱

、例えば、主として開発区域の周辺居住者が利用

する保育所、学校（大学、専修学校及び各種学校

を除く。）や、主として周辺の居住者が利用する

診療所、助産所、通所系施設である社会福祉法（

昭和２６年法律第４５号）第２条に規定する社会

福祉事業の用に供する施設又は更生保護事業法（

平成７年法律第８６号）第２条第１項に規定する

更生保護事業の用に供する施設（以下「社会福祉

施設」という。）等が考えられる。入所系施設で

ある社会福祉施設については、主として当該開発

区域の周辺の地域に居住する者、その家族及び親

族が入所するための施設である建築物などが考え

られる。 

（３）本号に該当する店舗等として、日常生活に必

要な物品の小売業又は修理業、理容業、美容業等

が考えられるが、当該地域の市街化の状況に応じ

て、住民の利便の用に供するものとして同種の状

況にある地域においては通常存在すると認められ

る建築物の用に供する開発行為は、許可の対象と

して取り扱って差し支えないものと考えられる。

したがって、はり、きゅう、あん摩等の施設であ

る建築物、ガソリンスタンド、自動車専用液化石

油スタンド及び水素スタンド（主としてその周辺

の市街化調整区域内に居住する者の需要に応ずる

とは認められないもの、例えば、高速自動車国道

又は有料道路に接して設置されるガソリンスタン

ド、自動車用液化石油スタンド及び水素スタンド

等を除く。）、自動車修理工場、農林漁業団体事務

所、農機具修理施設、農林漁家生活改善施設等は

、本号に該当するものとして取り扱うことが可能

であると考えられる。 

（４）、（５） （略） 

 

Ⅰ－６－３ 第２号関係 

（１）「鉱物資源の有効な利用上必要な建築物」に

は、鉱物の採掘、選鉱その他の品位の向上処理及

びこれと通常密接不可分な加工並びに地質調査、

物理探鉱などの探鉱作業及び鉱山開発事業の用に

供するもの、すなわち、日本標準産業分類Ｄ－鉱
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業、採石業、砂利採取業に属する事業及び当該市

街化調整区域において産出する原料を使用するセ

メント製造業、生コンクリート製造業、粘土かわ

ら製造業、砕石製造業等に属する事業に係る建築

物が該当し、鉄鋼業、非鉄金属製造業、コークス

製造業、石油精製業等は該当しないものと考えら

れる。 

（２）、（３） （略） 

 

Ⅰ－６－５ 第７号関係 

（１）本号は、市街化調整区域内の既存の工場にお

ける事業と密接な関連を有する事業の用に供する

建築物又は第一種特定工作物で、これら事業活動

の効率化を図るため市街化調整区域内において建

築等をすることが必要なものについては、その建

築等のための開発行為を特別の必要があるものと

して許可し得ることとしたものであるが、事業活

動の効率化の判断に際しては、既存の事業の質的

改善が図られる場合のみならず事業の量的拡大を

伴う場合も含め許可の対象として取扱って差し支

えない。 

（２） （略） 

 

Ⅰ－６－６ 第８号関係 

令第２９条の６に基づく建築物又は第一種特定工

作物は、火薬類取締法（昭和２５年法律第１４９号

）に基づく火薬類の製造所、火薬庫である建築物又

は第一種特定工作物である。 

 

 

 

 

 

Ⅰ－６－７ 第８号の２関係 

（１）本号は、災害リスクの高い区域にある建築物

又は第一種特定工作物のより安全な区域への移転

を促進する観点から、市街化調整区域のうち開発

不適区域内に存する建築物又は第一種特定工作物

（以下「従前建築物等」という。）が従前と同一

業に属する事業及び当該調整区域において産出す

る原料を使用するセメント製造業、生コンクリー

ト製造業、粘土かわら製造業、砕石製造業等に属

する事業に係る建築物が該当し、鉄鋼業、非鉄金

属製造業、コークス製造業、石油精製業等は該当

しないものと考えられる。 

 

（２）、（３） （略） 

 

Ⅰ－６－５ 第７号関係 

（１）本号は、市街化調整区域内の既存の工場にお

ける事業と密接な関連を有する事業の用に供する

建築物等で、これら事業活動の効率化を図るため

市街化調整区域内において建築等をすることが必

要なものについては、その建築等のための開発行

為を特別の必要があるものとして許可し得ること

としたものであるが、事業活動の効率化の判断に

際しては、既存の事業の質的改善が図られる場合

のみならず事業の量的拡大を伴う場合も含め許可

の対象として取扱って差し支えない。 

 

（２） （略） 

 

Ⅰ－６－６ 第８号、第９号関係 

令第２９条の６及び令第２９条の７に基づく建築

物等は、火薬類取締法（昭和２５年法律第１４９号

）に基づく火薬類の製造所、火薬庫である建築物等

、道路の円滑な交通を確保するために適切な位置に

設けられる道路管理施設、休憩所又は給油所等であ

る建築物等である。 

なお、上記の「給油所等」には水素スタンドが含

まれるものと解される。 

 

（新設） 

（新設） 
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の用途で市街化調整区域内の開発不適区域外に移

転する場合について、従前建築物等に代わるべき

移転後の建築物又は第一種特定工作物（以下「代

替建築物等」という。）に係る開発行為を許可し

得ることとしたものである。 

（２）代替建築物等は、市街化調整区域内の市街化

を促進するものとならないよう、従前建築物等の

用途と同一の用途に供されることとなるものであ

ることに加え、次の①から③までのいずれにも適

合するものであることを確認する必要があると考

えられる。そのため、これらの事項への適合性の

審査に当たっては、申請者に対して別記様式第１

の移転計画書の提出を求めるとともに、必要に応

じて、従前建築物等又は代替建築物等について追

加資料の提出を求める等により、適合性を十分に

確認することが望ましい。 

① 代替建築物等が従前建築物等とほぼ同一の規

模又はこれより小さい規模であること。 

② 代替建築物等が従前建築物等とほぼ同一の構

造であること。 

③ 代替建築物等に係る開発行為が従前建築物等

と同一の都市計画区域内の市街化調整区域にお

いて行われるものであること。 

（３）本号は、従前建築物等をより安全な区域に移

転させるための開発行為を特例的に許可する趣旨

であるため、代替建築物等の建築等が行われた後

に継続して従前建築物等を使用することは認めら

れず、従前建築物等は確実に除却される必要があ

る。このため、許可に当たっては、法第７９条に

より、代替建築物等の建築等に伴い従前建築物等

を除却することを条件として付すべきである。な

お、当該条件に違反して、代替建築物等の建築等

が行われた後においても従前建築物等を合理的な

理由なく除却しない申請者については、法第８１

条第１項第３号に該当する者として監督処分の対

象となり得る。 

（４）本号の趣旨に鑑み、本号による許可に伴い除

却することとされた従前建築物等については、当

該従前建築物等が除却されるまでの間に、当該許

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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可に係る許可申請とは別途、本号、Ⅰ－７－１（

２）等の建築物又は第一種特定工作物に係る許可

申請において再び従前建築物等として取り扱われ

ることがないよう留意する必要がある。このため

、従前建築物等が存する土地の区域を管轄する開

発許可権者は、本号による移転の対象となった従

前建築物等を記録しておくことが望ましい。 

なお、従前建築物等が複数の地方公共団体にま

たがる都市計画区域内において地方公共団体の境

界をまたいで移転し、代替建築物等に係る開発行

為が行われる土地の区域を管轄する開発許可権者

と従前建築物等が存する土地の区域を管轄する開

発許可権者が異なる場合は、代替建築物等に係る

開発行為が行われる土地の区域を管轄する開発許

可権者から従前建築物等が存する土地の区域を管

轄する開発許可権者に対し、本号による許可をす

る旨をあらかじめ通知する等、両者で連携して適

切な運用を図ることが望ましい。 

（５）申請者と従前建築物等の所有権を有する者が

異なる場合、従前建築物等の所有権を有する者の

意思に反して当該従前建築物等の移転及び除却が

行われることがないよう、申請者に対して当該従

前建築物等の所有権を有する者の移転に関する同

意書の提出を求めること等により、申請者と従前

建築物等の所有権を有する者との間で適切に調整

が図られていることを確認すべきである。 

 

Ⅰ－６－８ 第９号関係 

令第２９条の８に基づく建築物又は第一種特定工

作物は、道路の円滑な交通を確保するために適切な

位置に設けられる道路管理施設、休憩所又は給油所

等である建築物又は第一種特定工作物である。 

なお、上記の「給油所等」には水素スタンドが含

まれるものと解される。 

 

Ⅰ－６－９ 第１０号関係 

（略） 

 

Ⅰ－６－１０ 第１１号関係 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅰ－６－７ 第１０号関係 

（略） 

 

Ⅰ－６－８ 第１１号関係 



20 

（１）、（２） （略） 

（３）条例区域（法第３４条第１１号の条例で指定

する土地の区域又は同条第１２号若しくは令第３

６条第１項第３号ハの条例で定める区域をいう。

以下同じ。）は市街化調整区域において特例的に

開発等を許可する区域であることから、土地所有

者等が、自己の権利に係る土地が条例区域に含ま

れるかどうかを容易に認識することができるよう

、条例区域を客観的かつ明確に示すとともに、簡

易に閲覧できるようにすべきである。 

条例区域を客観的かつ明確に示す具体的な方法

としては、地図上に条例区域の範囲を図示するこ

と、地名・字名、地番、道路等の施設、河川等の

地形・地物等を規定すること等により条例区域の

範囲を特定することが考えられる。なお、地図上

に条例区域の範囲を示す場合には、申請者にとっ

て開発区域が条例区域に含まれるか否かを判別し

やすくする観点から、地図の縮尺は可能な限り大

きくすることが望ましい。 

また、条例区域を簡易に閲覧できるようにする

具体的な方法としては、ウェブサイトに掲載する

こと等が考えられる。 

令第２９条の９各号に掲げる区域の指定又は解

除の見込みがある場合には、担当部局間で連携し

つつ、条例区域の見直しも可能な限り同時期に行

い、その内容を反映することが望ましい。 

なお、開発許可権者によっては、市街化調整区

域の全域に条例区域を指定しているものや、「既

存集落」といった抽象的な規定により条例区域と

しているものが見受けられるが、法の趣旨を踏ま

え、条例区域が客観的かつ明確なものとなるよう

指定方法を見直すことが望ましい。 

（４）令第２９条の９において、市街化区域に隣接

し又は近接し、自然的社会的諸条件から一体的な

日常生活圏を構成していると認められ、かつおお

むね５０戸以上の建築物が連たんしている区域に

は、原則として、同条第１号から第６号までに掲

げる区域のほか、災害の発生のおそれのある土地

の区域、優良な集団農地など長期にわたり農用地

（１）、（２） （略） 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）令第２９条の８において、市街化区域に隣接

し又は近接し、自然的社会的諸条件から一体的な

日常生活圏を構成していると認められ、かつおお

むね５０戸以上の建築物が連たんしている区域に

は、原則として、優良な農地等、優れた自然の風

景を維持する等のため保全すべき区域、災害の発

生のおそれがある区域を含まないこととされてい
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として保存すべき土地の区域及び優れた自然の風

景を維持する等のため保全すべき土地の区域を含

まないこととされている。具体的には、津波防災

地域づくりに関する法律に規定する津波災害特別

警戒区域、農業振興地域の整備に関する法律（昭

和４４年法律第５８号。以下「農振法」という。

）に規定する農用地区域（以下「農用地区域」と

いう。）、農地法（昭和２７年法律第２２９号）に

基づく農地転用が見込まれない農地（甲種農地及

び第１種農地）、森林法（昭和２６年法律第２４

９号）に規定する保安林が考えられる。なお、地

域の実情を踏まえ、それら以外の区域についても

条例区域に含まないこととすることを妨げるもの

ではない。 

また、当該区域は市街化調整区域の他の地域へ

の影響が大きいものであることに鑑み、都市計画

区域の整備、開発及び保全の方針（以下「都市計

画区域マスタープラン」という。）等との整合を

図りつつ環境の保全にも配慮した運用を行うこと

が望ましく、関係部局との調整を含め適切な運用

を行うことが望ましい。 

（削る） 

 

 

 

 

 

（削る） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削る） 

 

る。具体的には、農業振興地域の整備に関する法

律（昭和４４年法律第５８号。以下「農振法」と

いう。）に規定する農用地区域（以下「農用地区

域」という。）、農地法（昭和２７年法律第２２９

号）に基づく農地転用が見込まれない農地（甲種

農地及び第１種農地）、森林法（昭和２６年法律

第２４９号）に規定する保安林、土砂災害防止法

に基づく土砂災害特別警戒区域等の区域が考えら

れる。また、当該区域は市街化調整区域の他の地

域への影響が大きいものであることに鑑み、都市

計画区域の整備、開発及び保全の方針（以下「都

市計画区域マスタープラン」という。）等との整

合を図りつつ環境の保全にも配慮した運用を行う

ことが望ましく、関係部局との調整を含め適切な

運用を行うことが望ましい。 

この他、区域指定に当たっては、次に掲げる事

項に留意することが望ましい。 

 

 

 

 

① 条例で区域を指定する際に、農地等が含まれ

る場合には、農林漁業との健全な調和を図り、

また、農地転用許可事務と相互の事務処理の円

滑化を図る観点から、開発許可担当部局と農地

転用担当部局の間において十分連絡調整を行う

ことが望ましいこと。 

② 条例で指定する区域には、原則として、森林

は含めないことが望ましいが、例外的に含まれ

る場合であっても、その森林は宅地に介在する

森林に限ること。なお、当該区域にやむを得ず

森林が含まれることとなる場合には、都道府県

の開発許可担当部局は林務担当部局と十分調整

を行うこと。また、やむを得ず国有林野及び公

有林野等官公造林地が含まれることとなる場合

には、都道府県の開発許可担当部局は関係森林

管理局と十分調整を行うこと。 

③ 条例で区域を指定する際に、土砂災害防止法

第７条第１項に規定する土砂災害警戒区域が含
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（５）令第２９条の９、第２９条の１０及び第３６

条第１項第３号ハにおいて、令第２９条の９各号

に掲げる区域については条例区域に含まないこと

とされていることに関し、その運用については次

の点に留意すべきである。 

① 令第２９条の９各号に掲げる区域を条例区域

に含まないこと。ただし、次に掲げる区域を除

く。 

イ 令第２９条の９各号に掲げる区域のうちそ

の指定が解除されることが決定している区域

又は短期間のうちに解除されることが確実と

見込まれる区域 

ロ イと同等以上の安全性が確保されると認め

られる土地の区域 

② 令第２９条の９第４号に掲げる区域（土砂災

害特別警戒区域が指定されている区域を除く。

）のうち、次のいずれかに掲げる土地の区域に

ついては、社会経済活動の継続が困難になる等

の地域の実情に照らしやむを得ない場合には、

例外的に条例区域に含むことを妨げるものでは

ないこと。 

イ 土砂災害が発生した場合に土砂災害防止法

第８条第１項に基づき市町村地域防災計画に

定められた同項第２号の避難場所への確実な

避難が可能な土地の区域 

ロ 土砂災害を防止し、又は軽減するための施

設の整備等の防災対策が実施された土地の区

域 

ハ イ又はロと同等以上の安全性が確保される

と認められる土地の区域 

③ 令第２９条の９第６号に掲げる区域について

は、以下の点に留意すること。 

まれる場合には、開発許可担当部局と砂防部局

の間において、土砂災害特別警戒区域の指定の

ための調査の実施状況等について十分連絡調整

を行うこと。また、条例により指定した区域内

の土地が土砂災害特別警戒区域として指定され

た場合には、当該区域の見直しを検討すること

が望ましい。 

（新設） 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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イ 施行規則第２７条の６第１号の土地利用の

動向に関する勘案事項としては、人口・住宅

の分布、避難路・避難場所の整備等の現状及

び将来の見通しと、想定される災害のハザー

ド情報を重ね合わせる等の災害リスク分析を

行うことが考えられる。 

  なお、条例区域に建築物が現存しないなど

、現状において住民等に対する影響が想定さ

れないことをもって条例区域に含むのではな

く、将来的な開発の可能性も考慮して、洪水

等が発生した場合における住民等の生命又は

身体に及ぼす影響を検討する必要がある。 

ロ 施行規則第２７条の６第２号の浸水した場

合に想定される水深については、一般的な家

屋の２階の床面に浸水するおそれがある水深

３．０ｍを目安とすること。なお、水防法の

規定に基づき国土交通大臣、都道府県知事又

は市町村長が作成する浸水想定区域図におい

て、浸水した場合に想定される水深の閾値と

して３．０ｍが用いられていない場合には、

２．０ｍとすることも考えられる。 

  当該水深は、想定最大規模降雨に基づく浸

水により想定される水深によることが原則で

あるが、地方公共団体の地域防災計画におい

て計画降雨に基づく災害を想定している場合

等については、想定最大規模降雨に基づく災

害の想定に変更されるまでの間など、当分の

間は、計画降雨に基づく浸水により想定され

る水深によることを妨げるものではない。 

ハ 上記ロにかかわらず、次のいずれかに掲げ

る土地の区域については、社会経済活動の継

続が困難になる等の地域の実情に照らしやむ

を得ない場合には、例外的に上記ロの水深以

上となる土地の区域を条例区域に含むことを

妨げるものではない。 

ⅰ) 洪水等が発生した場合に水防法第１５条

第１項に基づき市町村地域防災計画に定め

られた同項第２号の避難場所への確実な避

難が可能な土地の区域 
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ⅱ) 開発許可等（開発許可又は法第４３条第

１項の許可をいう。④において同じ。）に

際し法第４１条第１項の制限又は第７９条

の条件として安全上及び避難上の対策の実

施を求めることとする旨を、法第３４条第

１１号、第１２号又は令第３６条第１項第

３号の条例や審査基準等において明らかに

した土地の区域 

ⅲ) ⅰ）又はⅱ）と同等以上の安全性が確保

されると認められる土地の区域 

  なお、ⅱ）の場合における安全上及び避難

上の対策については、建築物の居室の高床化

や敷地の地盤面の嵩上げ等により床面の高さ

が浸水した場合に想定される水深以上となる

居室を設けること等が考えられる。 

ニ 施行規則第２７条の６第２号の浸水継続時

間が長時間に及ぶ場合には、上記ロの水深未

満となる土地の区域であっても条例区域に含

まないことも考えられる。 

ホ 施行規則第２７条の６第３号の過去の降雨

により河川が氾濫した際に浸水した地点、そ

の水深その他の状況を勘案し、浸水被害の常

襲地であると認められる場合には条例区域に

含まないことも考えられる。 

④ 条例区域に農地等が含まれることとなる場合

には、農林漁業との健全な調和を図る観点、さ

らには開発許可事務・農地転用許可事務相互の

事務処理の円滑化を図る観点から、開発許可担

当部局と農地転用担当部局の間において十分連

絡調整を行うことが望ましいこと。 

⑤ 条例区域には、原則として森林は含めないこ

とが望ましいが、例外的に含まれる場合であっ

ても、その森林は宅地に介在する森林に限るこ

と。なお、当該区域にやむを得ず森林が含まれ

ることとなる場合には、都道府県の開発許可担

当部局は林務担当部局と十分調整を行うこと。

また、やむを得ず国有林野及び公有林野等官公

造林地が含まれることとなる場合には、都道府

県の開発許可担当部局は関係森林管理局と十分

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

（新設） 
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調整を行うこと。 

（６）、（７） （略） 

 

Ⅰ－６－１１ 第１２号関係 

（１）開発審査会の審査基準のうち定型的なものは

原則条例化することが可能であり、実務の積み重

ねがあるものは条例化の対象となるものと考えら

れる。 

  条例の内容は、区域、目的、予定建築物等の用

途の組合せで定められるが、開発審査会の基準に

技術基準等に関する特別な条件を設けている場合

は、これらの条件についても条例等により明示す

ることが望ましい。 

  条例の制定は、開発許可基準の明確化と開発許

可手続の迅速化、簡素化に資するものであること

から、開発審査会で包括承認等の取扱いを行って

いる開発行為については積極的に条例の対象とす

ることが望ましい。 

（２） （略） 

（３）条例で区域を指定する場合には、Ⅰ－６－１

０（３）から（５）までと同様の措置を講ずるこ

とが望ましい。また、商工行政との整合性の確保

の観点から、関係部局と十分連絡調整を行うとと

もに、商工関係者等住民からも幅広く意見を求め

ることが望ましい。 

 

Ⅰ－６－１２ 第１３号関係 

（略） 

 

Ⅰ－７ 法第３４条第１４号等関係 

Ⅰ－７－１ 市街化調整区域における法第３４条第

１４号等の運用 

法第３４条第１４号及び令第３６条第１項第３号

ホの規定については、災害の発生のおそれのある土

地の区域、優良な集団農地など長期にわたり農用地

として保存すべき土地の区域及び優れた自然の風景

を維持する等のため保全すべき土地の区域を除き、

都市計画区域マスタープランなど、まちづくりの将

来像を示すマスタープランの内容を踏まえつつ、法

 

（４）、（５） （略） 

 

Ⅰ－６－９ 第１２号関係 

（１）開発審査会の審査基準のうち定型的なものは

原則条例化することが可能であり、実務の積み重

ねがあるものは条例化の対象となるものと考えら

れる。 

  条例の内容は、区域、目的、予定建築物等の用

途の組合わせで定められるが、開発審査会の基準

に技術基準等に関する特別な条件を設けている場

合は、これらの条件についても条例等により明示

することが望ましい。 

  条例の制定は、開発許可基準の明確化と開発許

可手続の迅速化、簡素化に資するものであること

から、開発審査会で包括承認等の取扱いを行って

いる開発行為については積極的に条例の対象とす

ることが望ましい。 

（２） （略） 

（３）条例で区域を指定する場合には、Ⅰ－６－８

（３）と同様の措置を講ずることが望ましい。ま

た、商工行政との整合性の確保の観点から、関係

部局と十分連絡調整を行うとともに、商工関係者

等住民からも幅広く意見を求めることが望ましい

。 

 

Ⅰ－６－１０ 第１３号関係 

（略） 

 

Ⅰ－７ 法第３４条第１４号等関係 

Ⅰ－７－１ 市街化調整区域における法第３４条第

１４号等の運用 

法第３４条第１４号及び令第３６条第１項第３号

ホの規定については、優良な農地等、優れた自然環

境を有する区域、災害の発生のおそれがある区域な

ど保全することが適当な区域を除き、都市計画区域

マスタープランなど、まちづくりの将来像を示すマ

スタープランの内容を踏まえつつ、法第３４条の趣

旨に照らしながら、法の委任に基づく条例や審査基
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第３４条の趣旨に照らしながら、法の委任に基づく

条例や審査基準の制定等を通じて、地域の実情等に

応じた運用を行うことが望ましい。第１号から第１

３号までに該当しない開発行為については、地域の

特性、社会経済の発展状況の変化、市街化区域を含

めた市街化の状況、区域区分の態様等の事情を総合

的に勘案し、必要があれば技術基準を適切に定める

などして、当該開発行為又は建築行為の予定建築物

等の用途（法及び建築基準法で定められている用途

地域等における定め方を参考にすることが望ましい

。）、目的、位置、規模等を個別具体的に検討して、

周辺の市街化を促進するおそれがなく、かつ、市街

化区域内で行うことが困難又は著しく不適当と認め

られる場合は、第１４号に基づいて許可しても差し

支えなく、地域の実情に沿った円滑な制度の運用を

図ることが望ましい。なお、平成１８年の法改正前

であれば、計画的な開発であることから改正前の法

第３４条第１０号イに基づいて許可を受けることが

可能であったと考えられる大規模な開発行為につい

ては、地区計画に定められた内容に適用して行われ

る場合に第１０号に基づく許可を行うことが望まし

く、原則として、本号に基づく許可を行うことは適

切でないことに留意すること。 

この趣旨を踏まえ、通常原則として許可して差し

支えないものと考えられるものとして、次のような

建築物の用に供する開発行為等が考えられる。 

（１）～（３） （略） 

（４）研究対象が市街化調整区域に存在すること等

の理由により当該市街化調整区域に建設すること

がやむを得ないと認められる研究施設 

（５）、（６） （略） 

（７）独立して一体的な日常生活圏を構成している

と認められる大規模な既存集落であって当該都市

計画区域に係る市街化区域における建築物の連た

んの状況とほぼ同程度にある集落において建築す

ることがやむを得ないものと認められる次の①か

ら④までに掲げる建築物 

具体的な運用に当たっては、次に掲げる事項に

留意することが望ましい。 

準の制定等を通じて、地域の実情等に応じた運用を

行うことが望ましい。第１号から第１３号までに該

当しない開発行為については、地域の特性、社会経

済の発展状況の変化、市街化区域を含めた市街化の

状況、区域区分の態様等の事情を総合的に勘案し、

必要があれば技術基準を適切に定めるなどして、当

該開発行為又は建築行為の予定建築物等の用途（法

及び建築基準法で定められている用途地域等におけ

る定め方を参考にすることが望ましい。）、目的、位

置、規模等を個別具体的に検討して、周辺の市街化

を促進するおそれがなく、かつ、市街化区域内で行

うことが困難又は著しく不適当と認められる場合は

、第１４号に基づいて許可しても差し支えなく、地

域の実情に沿った円滑な制度の運用を図ることが望

ましい。なお、平成１８年の法改正前であれば、計

画的な開発であることから改正前の法第３４条第１

０号イに基づいて許可を受けることが可能であった

と考えられる大規模な開発行為については、地区計

画に定められた内容に適用して行われる場合に第１

０号に基づく許可を行うことが望ましく、原則とし

て、本号に基づく許可を行うことは適切でないこと

に留意すること。 

 

この趣旨を踏まえ、通常原則として許可して差し

支えないものと考えられるものとして、次のような

建築物の用に供する開発行為等が考えられる。 

（１）～（３） （略） 

（４）研究対象が市街化調整区域に存在すること等

の理由により当該市街化調整区域に建設すること

がやむをえないと認められる研究施設 

（５）、（６） （略） 

（７）独立して一体的な日常生活圏を構成している

と認められる大規模な既存集落であって当該都市

計画区域に係る市街化区域における建築物の連た

んの状況とほぼ同程度にある集落において建築す

ることがやむを得ないものと認められる次の①～

④に掲げる建築物 

具体的な運用に当たっては、次に掲げる事項に

留意することが望ましい。 
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「独立して一体的な日常生活圏を構成している

と認められる大規模な既存集落」とは、地形、地

勢、地物等からみた自然的条件及び地域住民の社

会生活に係る文教、交通、利便、コミュニティ、

医療等の施設利用の一体性その他からみた社会的

条件に照らして独立して一体的な日常生活圏を構

成していると認められ、かつ、相当数の建築物が

連たんしている集落と考えられる。特に社会生活

に係る施設としては、当該集落に小・中学校、鉄

道の駅若しくはバス停留所、日用品店舗等、旧町

村役場（現在の出張所を含む）、病院若しくは診

療所等の施設がおおむね存することを基準とする

ことが望ましい。 

（以下略） 

① 自己用住宅 

イ 許可申請者については、原則として当該区

域区分に関する都市計画が決定され又は当該

都市計画を変更して市街化調整区域が拡張さ

れる前から、申請に係る土地を保有していた

者（保有していた者から相続により取得した

者を含む。）又は当該指定既存集落に生活の

本拠を有する者であること。なお、収用対象

事業による建築物の移転等の事情により当該

区域区分に関する都市計画が決定され又は当

該都市計画を変更して市街化調整区域が拡張

された後、当該指定既存集落に生活の本拠を

有することとなった者についても審査の対象

として差し支えないと考えられる。 

ロ （略） 

ハ 現在居住している住居について過密、狭小

、被災、立退き、借家等の事情がある場合、

定年、退職、卒業等の事情がある場合等社会

通念に照らし新規に建築することがやむを得

ないと認められる場合であること。 

②～④ （略） 

（８）地区集会所その他法第２９条第１項第３号に

規定する施設に準ずる施設である建築物 

具体的な運用に当たっては、次に掲げる事項に

留意することが望ましい。 

「独立して一体的な日常生活圏を構成している

と認められる大規模な既存集落」とは、地形、地

勢、地物等からみた自然的条件及び地域住民の社

会生活に係る文教、交通、利便、コミュニティ、

医療等の施設利用の一体性その他からみた社会的

条件に照らして独立して一体的な日常生活圏を構

成していると認められ、かつ、相当数の建築物が

連たんしている集落と考えられる。特に社会生活

に係る施設としては、当該集落に小・中学校、鉄

道の駅若しくはバス停留所、日用品店舗等、旧町

村役場（現在の出張所を含む）、病院若しくは診

療所等の施設が概ね存することを基準とすること

が望ましい。 

（以下略） 

① 自己用住宅 

イ 許可申請者については、原則として当該区

域区分に関する都市計画が決定され又は当該

都市計画を変更して市街化調整区域が拡張さ

れる前から、申請に係る土地を保有していた

（保有していた者から相続により取得した場

合を含む。）者又は当該指定既存集落に生活

の本拠を有する者であること。なお、収用対

象事業による建築物の移転等の事情により当

該区域区分に関する都市計画が決定され又は

当該都市計画を変更して市街化調整区域が拡

張された後、当該指定既存集落に生活の本拠

を有することとなった者についても審査の対

象として差し支えないと考えられる。 

ロ （略） 

ハ 現在居住している住居について過密、狭小

、被災、立退き、借家等の事情がある場合、

停年、退職、卒業等の事情がある場合等社会

通念に照らし新規に建築することがやむを得

ないと認められる場合であること。 

②～④ （略） 

（８）地区集会所その他法第２９条第１項第３号に

規定する施設に準ずる施設である建築物 

具体的な運用に当たっては、次に掲げる事項に

留意することが望ましい。 
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①、② （略） 

③ レジャー的な施設その他の目的の建築物と併

用されるものでないこと。なお、農林漁業生活

改善施設その他の制度的に当該施設の公益性が

担保されているものについては、法第３４条第

１号に該当するものとして取扱って差し支えな

いと考えられる。 

（９） （略） 

（10）建築基準法第３９条第１項の災害危険区域等

に存する建築物の移転 

（略） 

① （略） 

② 地すべり等防止法第２４条第３項の規定によ

る協議を経た関連事業計画に基づく移転 

 

③、④ （略） 

⑤ その他条例、要綱又は特定の行政機関の指示

に基づく①から④までと同等と認められる移転

。この場合における取扱いについては、（２）

の収用対象事業の施行による移転の場合とおお

むね同様のものとすることが望ましい。また、

移転前の建築物が市街化区域に存していた場合

にあっても同様の収用対象事業の施行による移

転の場合に倣い、やむを得ない事情を総合的に

勘案して取扱うことが望ましい。 

（11）～（13） （略） 

（14）有料老人ホーム等 

① （略） 

②サービス付き高齢者向け住宅 

イ、ロ （略） 

ハ 既存の有料老人ホームを高齢者の居住の安

定確保に関する法律第５条第１項の規定に基

づきサービス付き高齢者向け住宅に登録する

ことについては、当該有料老人ホームの規模

、設備又は提供されるサービス等が従前と同

程度である場合は、法第４２条又は第４３条

の用途の変更には当たらないと考えられるこ

と。 

（15）介護老人保健施設 

①、② （略） 

③ レジャー的な施設その他他の目的の建築物と

併用されるものでないこと。なお、農林漁業生

活改善施設その他の制度的に当該施設の公益性

が担保されているものについては、法第３４条

第１号に該当するものとして取扱って差し支え

ないと考えられる。 

（９） （略） 

（10）建築基準法第３９条第１項の災害危険区域等

に存する建築物の移転 

（略） 

① （略） 

② 地すべり等防止法（昭和３３年法律第３０号

）第２４条第３項の規定による協議を経た関連

事業計画に基づく移転 

③、④ （略） 

⑤ その他条例、要綱又は特定の行政機関の指示

に基づく①から④までと同等と認められる移転

。この場合における取扱いについては、（２）

の収用対象事業の施行による移転の場合と概ね

同様のものとすることが望ましい。また、移転

前の建築物が市街化区域に存していた場合にあ

っても同様の収用対象事業の施行による移転の

場合に倣い、やむを得ない事情を総合的に勘案

して取扱うことが望ましい。 

（11）～（13） （略） 

（14）有料老人ホーム等 

① （略） 

②サービス付き高齢者向け住宅 

イ、ロ （略） 

ハ 既存の有料老人ホームを高齢者の居住の安

定確保に関する法律第５条第１項の規定に基

づきサービス付き高齢者向け住宅に登録する

ことについては、当該有料老人ホームの規模

、設備又は提供されるサービス等が従前と同

程度である場合は、都市計画法第４２条又は

第４３条の用途の変更には当たらないと考え

られること。 

（15）介護老人保健施設 
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（略） 

① （略） 

② 介護老人保健施設担当部局との調整 

都道府県の介護老人保健施設担当部局におい

ては、介護老人保健施設の開設許可手続を支障

なく進めるために、あらかじめ申請者から計画

段階での事前協議を受付け、事前審査を行うこ

ととされているので、開発許可担当部局におい

て介護老人保健施設担当部局と十分な連絡調整

を図るものとし、開発許可は介護老人保健施設

の開設が確実に許可される見込みであるものに

ついて行うことが望ましい。この場合、介護老

人保健施設担当部局において、介護老人保健施

設の開設が確実に許可される見込みである旨の

確認がなされることとなっているので、別記様

式第２の確認書の提出を求めることが望ましい

。なお、必要な場合には開発許可担当部局から

介護老人保健施設担当部局に対し、当該確認書

を作成のうえ申請者に交付したことの事実関係

について直接確認することも考えられる。 

（16）優良田園住宅 

（略） 

① 開発許可基準及び建築許可基準への適合性を

審査するに当たっては、手続の迅速化に努める

こと。 

② 優良田園法第４条に規定する優良田園住宅建

設計画（以下「建設計画」という。）の認定に

先立って優良田園住宅担当部局から協議を受け

た場合には、認定を受けた建設計画に係る開発

許可又は建築許可の審査が円滑に行われるよう

、建設計画に記載された内容から判断して、開

発許可基準又は建築許可基準に適合しないと判

断される場合には必要な意見を述べること。 

③、④ （略） 

⑤ 法第３２条に基づく公共施設管理者の同意、

協議手続については、当該市町村が自ら優良田

園法第３条第１項に規定する基本方針の策定や

建設計画の認定を行っていることに鑑み、手続

の一層の迅速化が図られるよう、都道府県にあ

（略） 

① （略） 

② 介護老人保健施設担当部局との調整 

都道府県の介護老人保健施設担当部局におい

ては、介護老人保健施設の開設許可手続を支障

なく進めるために、あらかじめ申請者から計画

段階での事前協議を受付け、事前審査を行うこ

ととされているので、開発許可担当部局におい

て介護老人保健施設担当部局と十分な連絡調整

を図るものとし、開発許可は介護老人保健施設

の開設が確実に許可される見込みであるものに

ついて行うことが望ましい。この場合、介護老

人保健施設担当部局において、介護老人保健施

設の開設が確実に許可される見込みである旨の

確認がなされることとなっているので、別記様

式第１の確認書の提出を求めることが望ましい

。なお、必要な場合には開発許可担当部局から

介護老人保健施設担当部局に対し、当該確認書

を作成のうえ申請者に交付したことの事実関係

について直接確認することも考えられる。 

（16）優良田園住宅 

（略） 

① 開発許可基準及び建築許可基準への適合性を

審査するに当たっては、手続きの迅速化に努め

ること。 

② 優良田園法第４条に定める優良田園住宅建設

計画（以下「建設計画」という。）の認定に先

立って優良田園住宅担当部局から協議を受けた

場合には、認定を受けた建設計画に係る開発許

可又は建築許可の審査が円滑に行われるよう、

建設計画に記載された内容から判断して、開発

許可基準又は建築許可基準に適合しないと判断

される場合には必要な意見を述べること。 

③、④ （略） 

⑤ 法第３２条に基づく公共施設管理者の同意、

協議手続については、当該市町村が自ら基本方

針の策定や建設計画の認定を行っていることに

鑑み、手続の一層の迅速化が図られるよう、都

道府県にあっては、適宜当該市町村と連絡をと
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っては、適宜当該市町村と連絡をとる等可能な

限り開発許可との同時並行的な処理に努めるこ

と。 

⑥ 開発許可の審査に当たっては、地域の実情に

応じ横断的調整組織等を活用して、同様の審査

資料に係る様式の統一等提出書類の一層の簡素

化に努めること。 

⑦ 開発許可の迅速な運用に資する観点からは、

建設計画に基づいて行われる開発行為を開発審

査会の提案基準とすることや、建設計画に係る

土地の区域について法第３４条第１１号又は同

条第１２号の区域として指定を行うことも考え

られること。 

（17）社会福祉施設 

社会福祉施設であって、設置及び運営が国の定

める基準に適合するもので、その位置、規模等か

らみて周辺の市街化を促進するおそれがないと認

められ、かつ、当該開発区域を所管する地方公共

団体の福祉施策の観点から支障がないことについ

て、関係部局と調整がとれたもののうち、以下の

①から③までのいずれかに該当するものであるこ

と。 

（以下略） 

 

 

 

 

Ⅰ－８ 法第３４条の２関係（開発許可の特例） 

本条に基づく協議については、開発許可制度の趣

旨を踏まえ、法第３３条及び第３４条の基準に鑑み

て行うことが望ましい。また、協議が成立した開発

行為については、許可を受けたものと同様の規定（

工事完了の検査等）が適用される。 

なお、法第３４条の２第１項に定める者のほか、

独立行政法人都市再生機構、独立行政法人鉄道建設

・運輸施設整備支援機構、独立行政法人空港周辺整

備機構、地方共同法人日本下水道事業団、地方住宅

供給公社（都道府県等が設立したものに限る。）及び

土地開発公社（都道府県等が設立したものに限る。

る等可能な限り開発許可との同時並行的な処理

に努めること。 

 

⑥ 開発許可の審査に当たっては、地域の実情に

応じ横断的調整組織等を活用して、提出部数の

軽減、同様の審査資料に係る様式の統一等提出

書類の一層の簡素化に努めること。 

⑦ 開発許可の迅速な運用に資する観点からは、

建設計画に基づいて行われる開発行為を審査会

の提案基準とすることや、建設計画に係る土地

の区域について法第３４条第１１号又は同条第

１２号の区域として指定を行うことも考えられ

ること。 

（17）社会福祉施設 

社会福祉法第２条に規定する社会福祉事業の用

に供する施設又は更生保護事業法第２条第１項に

規定する更生保護事業の用に供する施設（以下「

社会福祉施設」という。）であって、設置及び運

営が国の定める基準に適合するもので、その位置

、規模等からみて周辺の市街化を促進するおそれ

がないと認められ、かつ、当該開発区域を所管す

る地方公共団体の福祉施策の観点から支障がない

ことについて、関係部局と調整がとれたもののう

ち、以下の①から③までのいずれかに該当するも

のであること。 

（以下略） 

 

Ⅰ－８ 法第３４条の２関係（開発許可の特例） 

本条に基づく協議については、開発許可制度の趣

旨を踏まえ、法第３３条及び第３４条の基準にかん

がみて行うことが望ましい。また、協議が成立した

開発行為については、許可を受けたものと同様の規

定（工事完了の検査等）が適用される。 

なお、法第３４条の２第１項に定める者のほか、

独立行政法人都市再生機構、独立行政法人鉄道建設

・運輸施設整備支援機構、日本下水道事業団、土地

開発公社（都道府県等が設立したものに限る。）、独

立行政法人空港周辺整備機構及び地方住宅供給公社

（都道府県等が設立したものに限る。）については法
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）については法第３４条の２第１項の国又は都道府

県等とみなされて、都道府県知事との協議が成立す

ることをもって、開発許可を受けたものとみなされ

ることとされている。 

 

Ⅰ－11 法第３９条、第４０条関係（公共施設の管

理・帰属） 

Ⅰ－11－１ 開発許可を受けた開発行為等により設

置された公共施設及び当該公共施設の用に供する土

地の管理及び帰属 

（略） 

（１）法第３２条の協議においては、帰属を受ける

公共施設等の範囲、帰属の時期、方法、手続等に

ついて開発者との間に協議内容を明確にした協定

を締結する等法律関係の明確化を図ること。 

開発許可権者においても設置される公共施設に

関する設計等の審査に際し、管理及び帰属の面か

らも当該公共施設が適正に機能するよう、法第３

２条の協議において、公共施設等の管理及び帰属

に関する法律関係が十分に明確になっていること

を確認すること。 

なお、法第３３条第１項第１４号の開発区域内

の関係権利者の同意は開発行為等を行うこと自体

に関する同意に留まり、原則として設置される公

共施設の管理者に対する土地の所有権等の移転に

ついての同意まで含むものではないので、開発区

域のうち当該公共施設の用に供される土地を開発

者以外の者が所有している場合等には当該開発行

為に関する工事の完了までに開発者において当該

土地の所有権を取得するよう強力に指導する等確

実な管理及び帰属が行われるための必要な措置を

講ずること。 

（２）、（３） （略） 

（４）定期借地権を活用した開発行為等により設置

された道路の取扱い基準案 

道路等に関しては市町村への移管を原則とする

地方公共団体が増加しているところであるが、一

方において、地方公共団体が私道の取扱いに習熟

してきたこととともに、借地借家法（平成３年法

第３４条の２第１項の国又は都道府県等とみなされ

て、都道府県知事との協議が成立することをもって

、開発許可を受けたものとみなされることとされて

いる。 

 

Ⅰ－11 法第３９条、第４０条関係（公共施設の管

理・帰属） 

Ⅰ－11－１ 開発許可を受けた開発行為等により設

置された公共施設及び当該公共施設の用に供する土

地の管理及び帰属 

（略） 

（１）法第３２条の協議においては、帰属を受ける

公共施設等の範囲、帰属の時期、方法、手続等に

ついて開発者との間に協議内容を明確にした協定

書を締結する等法律関係の明確化を図ること。 

開発許可権者においても設置される公共施設に

関する設計等の審査に際し、管理及び帰属の面か

らも当該公共施設が適正に機能するよう、法第３

２条の協議において、公共施設等の管理及び帰属

に関する法律関係が十分に明確になっていること

を確認すること。 

なお、法第３３条第１項第１４号の開発区域内

の関係権利者の同意は開発行為等を行うこと自体

に関する同意に留まり、原則として設置される公

共施設の管理者に対する土地の所有権等の移転に

ついての同意まで含むものではないので、開発区

域のうち当該公共施設の用に供される土地を開発

者以外の者が所有している場合等には当該開発行

為に関する工事の完了までに開発者において当該

土地の所有権を取得するよう強力に指導する等確

実な管理及び帰属が行われるための必要な措置を

講ずること。 

（２）、（３） （略） 

（４）定期借地権を活用した開発行為等により設置

された道路の取扱い基準案 

道路等に関しては市町村への移管を原則とする

地方公共団体が増加しているところであるが、一

方において、地方公共団体が私道の取扱いに習熟

してきたこととともに、借地借家法（平成３年法
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律第９０号）第２２条の定期借地権を活用した開

発が行われる等開発手法が多様化しているところ

である。これらの状況を踏まえ、（１）から（３

）までの趣旨を踏まえつつも、定期借地権を活用

した開発行為等であって当該道路が将来廃止され

る見込みが高いため私道として取扱うことが合理

的である等の理由が存するもので、かつ、交通及

び宅地サービスの機能が確保されるとともに適切

かつ円滑な維持管理が可能な道路については、市

町村が移管を受けず私道とすることもやむを得な

いものとして許容することが望ましい。また、併

せて、私道として取扱うことが可能な道路に係る

基準案については次を参考として、行政手続法の

趣旨にのっとり、具体的な基準を作成することが

望ましい。 

（私道として取扱うことが可能な道路に係る基

準案） 

（略） 

一～五 （略） 

六 私道に接する住宅は多くても２０戸程度と

するとともに、道路延長はおおむね１５０ｍ

以内とすること。 

七、八 （略） 

 

Ⅰ－13 法第４２条関係 

（略） 

①～③ （略） 

なお、国立大学法人、独立行政法人国立高等専門

学校機構、独立行政法人都市再生機構、独立行政法

人鉄道建設・運輸施設整備支援機構、独立行政法人

空港周辺整備機構、国立研究開発法人森林研究・整

備機構、地方共同法人日本下水道事業団及び地方住

宅供給公社（都道府県等が設立したものに限る。）

については、本条第２項の国又は都道府県等とみな

されて、都道府県知事との協議が成立することをも

って、本条第１項の許可があったものとみなされる

。 

 

Ⅰ－14 法第４３条関係 

律第９０号）第２２条の定期借地権を活用した開

発が行われる等開発手法が多様化しているところ

である。これらの状況を踏まえ、（１）～（３）

の趣旨を踏まえつつも、定期借地権を活用した開

発行為等であって当該道路が将来廃止される見込

みが高いため私道として取扱うことが合理的であ

る等の理由が存するもので、かつ、交通及び宅地

サービスの機能が確保されるとともに適切かつ円

滑な維持管理が可能な道路については、市町村が

移管を受けず私道とすることもやむを得ないもの

として許容することが望ましい。また、併せて、

私道として取扱うことが可能な道路に係る基準案

については次を参考として、行政手続法の趣旨に

のっとり、具体的な基準を作成することが望まし

い。 

（私道として取扱うことが可能な道路に係る基

準案） 

（略） 

一～五 （略） 

六 私道に接する住宅は多くても２０戸程度と

するとともに、道路延長は概ね１５０ｍ以内

とすること。 

七、八 （略） 

 

Ⅰ－13 法第４２条関係 

（略） 

①～③ （略） 

なお、国立大学法人、独立行政法人国立高等専門

学校機構、独立行政法人都市再生機構、独立行政法

人鉄道建設・運輸施設整備支援機構及び独立行政法

人空港周辺整備機構については、本条第２項の国と

みなされて、都道府県知事との協議が成立すること

をもって、本条第１項の許可があったものとみなさ

れる。 

 

 

 

 

Ⅰ－14 法第４３条関係 
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（１）、（２） （略） 

（３）なお、独立行政法人都市再生機構、独立行政

法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構、独立行政

法人空港周辺整備機構、地方共同法人日本下水道

事業団及び地方住宅供給公社（都道府県等が設立

したものに限る。）については、本条第３項に規

定する国又は都道府県等とみなされて、都道府県

知事との協議が成立することをもって、本条第１

項の許可を受けたものとみなされる。本条に基づ

く協議については、開発許可制度の趣旨を踏まえ

、令第３６条の基準に鑑みて行うことが望ましい

。 

 

Ⅰ－15 法第４２条、第４３条関係（既存建築物の

用途変更） 

（略） 

（１） （略） 

（２）地方都市や農山村、中山間地域では、人口減

少・少子高齢化の進行に伴い、空家や遊休農地の

発生、地域の活動や農業等の産業の担い手不足に

よるコミュニティの衰退などが課題になっている

。空家バンク等において空家とそれに付随する農

地等を併せて「農地付き空家」として情報提供し

、その取組を促すことが、移住促進の有効な方策

の一つとなっている。 

（以下略） 

 

Ⅰ－17 法第４６条・第４７条関係 

（略） 

（１）、（２） （略） 

（３）開発規制に関する情報の開示や違反行為の防

止のより一層の充実を図るため、開発登録簿に、

法第４１条第２項ただし書若しくは第４２条第１

項ただし書の規定による許可があったとき、又は

同条第２項の協議が成立したときに、その旨を付

記することが望ましい。その方法については、開

発許可権者において適宜その方法を定めることが

望ましいが、方法の一例として、別記様式第９の

備考欄を活用すること等が考えられること。 

（１）、（２） （略） 

（３）なお、独立行政法人都市再生機構、独立行政

法人鉄道建設・運輸施設整備支援機構、独立行政

法人空港周辺整備機構、地方住宅供給公社（都道

府県等が設立したものに限る。）及び日本下水道

事業団については、本条第３項に規定する国又は

都道府県等とみなされて、都道府県知事との協議

が成立することをもって、本条第１項の許可を受

けたものとみなされる。本条に基づく協議につい

ては、開発許可制度の趣旨を踏まえ、令第３６条

の基準にかんがみて行うことが望ましい。 

 

 

Ⅰ－15 法第４２条、第４３条関係（既存建築物の

用途変更） 

（略） 

（１） （略） 

（２）地方都市や農山村、中山間地域では、人口減

少・少子高齢化の進行に伴い、空き家や遊休農地

の発生、地域の活動や農業等の産業の担い手不足

によるコミュニティの衰退などが課題になってい

る。空き家バンク等において空き家とそれに付随

する農地等を併せて「農地付き空き家」として情

報提供し、その取り組みを促すことが、移住促進

の有効な方策の一つとなっている。 

（以下略） 

 

Ⅰ－17 法第４６条・第４７条関係 

（略） 

（１）、（２） （略） 

（３）開発規制に関する情報の開示や違反行為の防

止のより一層の充実を図るため、開発登録簿に、

法第４１条第２項ただし書若しくは第４２条第１

項ただし書の規定による許可があったとき、又は

同条第２項の協議が成立したときに、その旨を付

記することが望ましい。その方法については、各

許可権者において適宜その方法を定めることが望

ましいが、方法の一例として、別記様式第９の備

考欄を活用すること等が考えられること。 
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Ⅰ－19 法第８１条関係 

（１）～（４） （略） 

（５）法第８１条第１項の規定による処分等と森林

法第１０条の３の規定による処分等に当たっては

相互に十分連絡調整を行うことが望ましい。 

 

 

Ⅱ．事務執行に関する留意事項 

Ⅱ－１ 行政手続法との関係 

（略） 

（１） （略） 

（２）不利益処分 

開発許可等に関する事務のうち、不利益処分に

ついては、処分の基準の設定等を行うよう努める

とともに、処分を行うに当たっては、適切な手続

を確保する等行政手続法第３章の規定にのっとり

、適切な運用を図ること。 

① （略） 

② 処分の基準 

行政手続法第１２条は、不利益処分の基準の

策定等について定めているが、同条に基づく所

管事務の取扱いについては、以下の点に留意す

ること。 

不利益処分は、個別事案に応じ、処分の原因

となる事実の反社会性や処分の名あて人の状況

等を勘案した上で、処分の必要性、内容、程度

等について総合的･裁量的に判断することが必

要となるものであり、また、あらかじめ処分の

基準を明確化することが違法行為を助長するお

それもあるため、あらかじめ具体的な基準を画

一的に定めることは困難又は不適切である場合

もあると考えられるが、本条の立法趣旨に鑑み

、可能な限りその具体化に努めること。 

この場合、少なくとも、法令違反、許可条件

違反等処分の原因として想定される事実につい

て、例示等により明確化するとともに、許可等

の取消し・変更、建築物又は第一種特定工作物

の移転命令・使用禁止命令・除却命令、原状回

 

Ⅰ－19 法第８１条関係 

（１）～（４） （略） 

（５）法第８１条第１項の規定による処分等と森林

法第１０条の３の規定による処分等にあたっては

相互に十分連絡調整をとって行うことが望ましい

。 

 

Ⅱ．行政手続法との関係 

（新設） 

（略） 

（１） （略） 

（２）不利益処分 

開発許可等に関する事務のうち、不利益処分に

ついては、処分の基準の設定等を行うよう努める

とともに、処分を行うに当たっては、適切な手続

を確保する等行政手続法第３章の規定にのっとり

、適切な運用を図ること。 

① （略） 

② 処分の基準 

行政手続法第１２条は、不利益処分の基準の

策定等について定めているが、同条に基づく所

管事務の取扱いについては、以下の点に留意す

ること。 

不利益処分は、個別事案に応じ、処分の原因

となる事実の反社会性や処分の名あて人の状況

等を勘案した上で、処分の必要性、内容、程度

等について総合的･裁量的に判断することが必

要となるものであり、また、あらかじめ処分の

基準を明確化することが違法行為を助長するお

それもあるため、あらかじめ具体的な基準を画

一的に定めることは困難又は不適切である場合

もあると考えられるが、本条の立法趣旨に鑑み

、可能な限りその具体化に努めること。 

この場合、少なくとも、法令違反、許可条件

違反等処分の原因として想定される事実につい

て、例示等により明確化するとともに、許可等

の取消し・変更、建築物等の移転命令・使用禁

止命令・除却命令、原状回復命令等処分権者が
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復命令等処分権者がとることが予定される監督

処分を例示等により明確化することが望ましい

こと。 

③ （略） 

（３）～（５） （略） 

 

Ⅱ－２ 電子情報処理組織を使用する方法による申

請等 

（１）書面等の提出方法 

法令の規定に基づき提出を求めている書面等（

情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法

律（平成１４年法律第１５１号。以下「デジタル

手続法」という。）第３条第５項に規定する書面

等をいう。以下同じ。）については、同法第６条

第１項により電子情報処理組織を使用する方法に

より提出することが可能とされていることに鑑み

、本運用指針及び地方公共団体が独自に要求して

いる開発許可申請に係る書面等についても、同項

と同様に取り扱うことが望ましい。 

デジタル手続法第３条第８号に規定する申請等

に係る住民票の写し、登記事項証明書等の添付書

面等のうち同法施行令（平成１５年政令第２７号

）第５条の表に掲げる書面等については、同法第

１１条により同表に掲げる措置により添付書面等

の省略を可能としていることに鑑み、本運用指針

及び地方公共団体が独自に要求している添付書面

等のうち同表に掲げる添付書面等についても、同

条と同様に取り扱うことが望ましい。 

また、地方公共団体が行う処分通知等（デジタ

ル手続法第３条第９号に規定する処分通知等をい

う。以下同じ。）については、同法第７条第１項

により電子情報処理組織を使用する方法により行

うことが可能とされていることから、本運用指針

及び地方公共団体が独自に定める処分通知等につ

いても、同項と同様に取り扱うことが望ましい。 

（２）協議等の実施方法 

法第３２条に基づく開発行為に関係がある公共

施設の管理者との協議等については、対面により

実施する方法に限られるものではなく、可能な場

とることが予定される監督処分を例示等により

明確化することが望ましいこと。 

 

③ （略） 

（３）～（５） （略） 

 

（新設） 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 
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合には書面の受け渡し、ウェブ会議システムの活

用等も想定される。 

 

 

別記様式第１ 

移転計画書 

 

都市計画法第 34条第８号の２に規定する市街化

調整区域のうち開発不適区域に存する建築物等及び

これに代わるべき建築物等について、次のとおり申

告します。なお、申告の内容に変更が生じた場合に

は、その理由を添えて直ちに変更内容を申告しま

す。 

 

 
従前建築物

等 

代替建築物

等 

建築物等

の概要 

所 在 地   

開発不適

区域の種

類 

  

用  途   

規  模   

構  造   

建築物等

の所有権

を有する

者 

住  所   

氏  名   

工事予定

時期 

着手予定

年月日 

（除却） 

年 月 日 

（建築・建

設） 

年 月 日 

完了予定

年月日 

（除却） 

年 月 日 

（建築・建

設） 

年 月 日 

 

備考 代替建築物等の「建築物等の所有権を有する

者」の欄については、当該代替建築物等の所

有権を有することとなる者の住所及び氏名を

記載すること。 

 

 

 

 

 

（新設） 
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別記様式第２ 

 

第   号 

年 月 日 

開発許可担当課長殿 

老人保健施設担当課長    

 

下記の老人保健施設については、老人保健施設の

開設許可の見込みが確実であることを確認する。 

 

記 

 

  1. 名 称 

  2. 所在地 

  3. 開設者 

 

別記様式第１ 

 

第   号 

年 月 日 

開発許可担当課長殿 

老人保健施設担当課長    

 

下記の老人保健施設については、老人保健施設の

開設許可の見込みが確実であることを確認する。 

 

記 

 

  1. 名 称 

  2. 所在地 

  3. 開設者 
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改正後 現行 

別記様式第９ 

開発許可

番号 

年  月  日 

第  号 

許可に

基づく

地位の

承継 

承継の

年月日 

年  月  日 

第  号 

変 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

更 

 

開発許可

を受けた 

者の住所

及び氏名 

 承継人

の住所 

及び氏

名 

 

  

工事施行者

の住所及び

氏名 

 

開発区域に

含まれる地 

域の名称及

び面積 

 

     面積        平方メートル 

法第 33 条第

１項第８号

ただし書の

該当 

有・無 

法第 41 条第

１項の制 

限の内容 

 

工事完了検

査 

 

備考 
 

 

別記様式第９ 

開発許可

番号 

年  月  日 

第  号 

許可に

基づく

地位の

承継 

承継の

年月日 

年  月  日 

第  号 

変 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

更 

 

開発許可

を受けた 

者の住所

及び氏名 

 承継人

の住所 

及び氏

名 

 

  

工事施行者

の住所及び

氏名 

 

開発区域に

含まれる地 

域の名称及

び面積 

 

     面積        平方メートル 

法第 41 条第

１項の制 

限の内容 

 

工事完了検

査 

 

備考 
 

 

 

 

 

 


